
平成２７年度 実施計画 

奈良市市民参画及び協働によるまちづくり推進計画 

資料２－５ 



No. 1 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-01

施策 1-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 18,188 21,374 21,518 21,069 20,837 21,300

協働の効果

　社会福祉協議会が有する専門性・ネットワークを活かすことで、ボランティアコーディネートの充実を図ることがで
きると共に、各種養成講座の開催や、地区ボランティアの養成など、幅広い地域や世代における人材の育成がで
きる。このことで、市民のボランティア活動の幅を広げることができ、ボランティア活動の活性化に繋げることができ
る。
　また、全国の社会福祉協議会との連携により、既存のセンター機能に加え、災害時における災害ボランティアセ
ンターとしての機能充実も期待でき、奈良市における危機管理体制も強化することができる。

事業の改善等に
ついて協議

（社福）奈良市社会福
祉協議会

ボランティアセン
ターの運営管理

相談件数、利用状
況報告書等の報告

　指定管理先の奈良市社会福祉協議会から、毎月の相談件数や利用状況等の報告を受け
る。また、月に１回のボランティアセンター登録グループ代表者会議に市職員も参加するととも
に、社会福祉協議会と日ごろから情報共有を行うことで、より良い施設運営を行う。

平成２６年度から
の改善点

　ボランティアを育成するための講座や研修会等の自主事業の開催について、指定管理者と検討する。
　毎月実施している「ボランティアサロン」の名称を「市民交流サロン」に変更するなど、より幅広い層に気軽に講座
に参加していただけるようにする。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
年間の活動計画に
ついて協議
事業計画、予算説
明書の作成

ボランティアセン
ターとの連絡調整
及び事務

事業報告書の確認

事業概要
　市民の地域福祉活動への積極的な参加促進を図るとともに、さまざまな分野で広がりをみせ
るボランティア活動を支援し、やさしさとふれあいのある住みよい奈良のまちづくりを目指す。

全体計画

指定期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：月曜から土曜の９時～１７時
休館日：日曜、祝日、年末・年始
ボランティアセンターの業務内容：
①会議室等の貸館業務
②ボランティア相談・コーディネート
③ボランティアに関する情報収集・提供
④ボランティアに関する研修会の実施
⑤ボランティア団体の交流促進

達成目標

目　　標 利用人数の増

目標値

達成の手段
　ホームページやラジオ、ボラセンだよりを通してセンターと活動団体の紹
介を行い、気軽にセンターを利用してもらう。ボランティアインフォメーション
センターとの連携により、相互に利用を促す。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 13,920

関連計画等 奈良市ボランティアセンター条例

協働の相手 （社福）奈良市社会福祉協議会 協働の形態 指定管理

奈良市ボランティアセンターの運営

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

市民生活

地域コミュニティ、交流（地域間交流）

市民交流の活性化



No. 2 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-01

施策 1-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 － － － 1 1 1

市（行政）
行動計画見直し案
の作成

行動計画見直しに
ついて委員から意
見をいただく

奈良市もてなしのまちづくり推進委員会の開催

目標値

達成の手段
　奈良市もてなしのまちづくり推進委員会を開催し、委員の方からの意見を
もとに、もてなしのまちづくりを推進する。

協働の効果
　奈良市もてなしのまちづくり推進行動計画を実行することにより、奈良の歴史性をさらに高
め、奈良を訪れる人が何度でも訪れたくなり、奈良で暮らす人がずっと暮らしたくなる魅力あふ
れる奈良となる。

委員会 －

平成２７年度はもてなしのまちづくり推進行動計画の見直しを行うとともに、もてなしのまちづくり
に関する事業を推進する。

平成２６年度から
の改善点

事前調整に力を入れる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

委員会の開催

委員の意見をもと
に行動計画見直し
案を作成

－

Ａ<改善>

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１９年度

予算額 平成２７年度 573

事業概要

　誰もが訪れたくなり、末永く暮らしたくなる魅力あふれる奈良市を実現するための“もてなしの
まちづくり”を市、市民、事業者が協働して推進する。“もてなしのまちづくり”を総合的かつ計
画的に推進するための奈良市もてなしのまちづくり推進行動計画を実施することにより、市民、
事業者の取組への参加を促進する。

全体計画
　平成21年4月、奈良市もてなしのまちづくり条例施行。平成22年3月、奈良市もてなしのまち
づくり推進行動計画を策定。もてなしのまちづくりを推進する活動を行う団体との協働や市民
参画を図りながら、奈良市もてなしのまちづくり推進行動計画の取組を推進する。

達成目標

目　　標

関連計画等 もてなしのまちづくり推進行動計画

協働の相手 奈良市もてなしのまちづくり推進委員会 協働の形態 実行委員会・協議会

もてなしのまちづくりの推進

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

市民生活

地域コミュニティ、交流（地域間交流）

市民交流の活性化



No. 3 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-01

施策 1-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 7 1 0 5

ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会及び審査委員会

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

市民生活

地域コミュニティ、交流（地域間交流）

市民交流の活性化

関連計画等
奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人の基準、手続
等に関する条例

協働の相手 奈良市NPO法人条例指定制度検討委員会、審査委員会 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成24年度

予算額 平成２７年度 447

ＮＰＯ政策を検討 施策・事業の実施

関連施策の推進状
況の点検及び評価

事業概要
　奈良市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）に対する寄附を促進する環境の整備を図ると
ともに、自立した活動を行うＮＰＯ法人を支援するための制度（条例指定制度）について必要な
事項を調査し、検討、審査する。

全体計画

　平成24年度に「奈良市ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会」を立ち上げるとともに、同委員
会を中心として、ＮＰＯ法人及び市民公益活動団体への支援を検討していく。
　また、平成25年4月、「奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利
活動法人の基準、手続等に関する条例」施行し、毎年度、団体の指定を行っていく。

達成目標

目　　標 ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会及び審査委員会の開催

目標値

達成の手段 　委員会を開催し、委員の方からの意見をもとに、ＮＰＯ政策を推進する。

協働の効果
　ＮＰＯ政策について各方面から意見をいただきながら協議することで、それぞれの主体を取り
巻く現状を踏まえながら課題を解決していくことができる。

ＮＰＯ政策について
検討及び協議

推進委員
ＮＰＯ政策について
アドバイス

－

　奈良市ＮＰＯ法人条例指定制度検討委員会及び審査委員会を開催し、ＮＰＯ政策の審議等
を行い、より実践的な取り組みについて検討する。

平成２６年度から
の改善点

　ボランティアポイント制度など、具体的なＮＰＯ政策について協議を行っていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 4 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-01

施策 1-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 3 1 2 5 5 4

市民参画及び協働によるまちづくり審議会

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

市民生活

地域コミュニティ、交流（地域間交流）

市民交流の活性化

関連計画等
市民参画及び協働によるまちづくり条例
市民参画及び協働によるまちづくり推進計画

協働の相手 奈良市市民参画及び協働によるまちづくり審議会 協働の形態 実行委員会・協議会

事業概要
　市民参画及び協働によるまちづくりの推進に関する重要な事項について調査審議していた
だくため審議会を実施し、奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例の検討、奈良市市
民参画及び協働によるまちづくり推進計画の見直しを行う。

全体計画

　平成21年７月、奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例施行。平成22年12月、奈良
市市民参画及び協働によるまちづくり推進計画を策定。
　平成21年度に「奈良市市民参画及び協働によるまちづくり審議会」を立ち上げるとともに、同
審議会を中心として、市民や市民公益活動団体、事業者、学校、そして市が、互いに努力し、
連携協力して、市民参画と協働によるまちづくりを進める。

達成目標

目　　標

実施の時期 通年 事業開始年度 平成21年度

予算額 平成２７年度 424

協働の効果
　推進計画実施計画を定め、各部署において市民参画及び協働の推進の取り組みを審議会
で協議することで、それぞれの主体を取り巻く現状を踏まえながら課題を解決していくことがで
きる。

審議会 －

今年度は市民参画及び協働によるまちづくり推進計画の見直しを行うとともに、地域自治協議
会に係る条例改正案及び付随する規則・要綱案の審議を行う。

平成２６年度から
の改善点

地域コミュニティ実態調査アンケートやワークショップの結果を検証し、地域自治協議会の支
援方法を検討する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

審議会の開催
・推進計画見直し
案の審議
・条例改正案及び
規則・要綱案の審
議

推進計画見直し案
や条例改正案及び
付随する規則・要
綱案の修正

－

Ａ<改善>

市（行政）

・推進計画見直し案の
作成
・条例改正案及び付随
する規則・要綱案の作
成

条例改正案や推進
計画見直し案、規
則・要綱案につい
て委員から意見を
いただく

奈良市市民参画及び協働によるまちづくり審議会の開催

目標値

達成の手段
　審議会を開催し、委員の方からの意見をもとに、市民参画及び協働によ
るまちづくりを推進する。



No. 5 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-02

施策 1-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 6 5 8 10 10 7

男女共同参画活動団体協働事業

市民活動部 男女共同参画課

総合計画上の
位置付け

市民生活

男女共同参画

男女共同参画社会の実現

関連計画等

協働の相手 女性団体等 協働の形態 共催

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 0

市（行政） 企画援助
会場提供、募集、

広報等
アンケート集計

事業概要
　男女が互いにその人権を尊重し、喜びも責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性
と能力を十分に発揮できる社会の実現を、市民参画によりめざす。

全体計画
　市民と協働して市民ニーズに即し、よりよい効果を生むための事業として、女性の自立や男
女共同参画に関する活動をしている団体・グループなどから事業の企画案を募集する。

達成目標

目　　標 女性団体等の成長の援助を行い、共催事業実施回数を増やしていく

目標値

達成の手段
　講座開催の周知のためしみんだより、ホームページへの掲載、ポスター、
パンフレットの送付、マスコミ等への広報を行う。

協働の効果

　女性の自立や男女共同参画に関する活動をしている団体から企画案をだしてもらうことで、
市民ニーズにあった内容の講演会やセミナーの開催ができる。また、それらを主体的に企画・
立案の段階から協働し様々な意見を事業に反映させることで女性団体各員の社会参画が促
進され男女共同参画社会の実現へとつながる。

アンケート結果を踏
まえ次回へとつな
げ　る

女性団体等 企画・運営 事業の実施 アンケート

　市民団体及び市民グループ企画の市民感覚から発した「市民講座」の開催、チラシ・ポスター作成、
しみんだよりやホームページへの掲載、マスコミ等への広報を行う。新たな団体とも協働事業を増やし
ていく。

平成２７年度の
取組内容

平成２６年度から
の改善点

　団体の活動内容に差があり、実施に向けてのサポートの仕方が団体により異なるので、個々
の団体に見合ったプロセスを踏んで役割を明確にしていく。

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 6 事業名

部名 課名

章 第1章

基本施策 1-03

施策 1-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

地区 数値 39 38 38 40 36 44

平成２６年度から
の改善点

　運営団体の在り方や地区別研修会、指導者講座、人権講座等の事業実施についての検討
を進め、より自主的な活動を行うよう改善を図っていく。

協働の効果
　すべての人が真に尊重される自由で平等な社会の実現と、人と人とのつながりを大切にした
ふれあいのあるまちづくりの実現に寄与する。

事業改善の協議

奈良市人権教育
推進協議会

事業計画書の提出 事業実施
事業実績報告書の
提出

　運営団体の在り方や地区別研修会、指導者講座、人権講座等の事業実施についての検討
を進め、より自主的な活動を行うよう双方協議しながら改善を図っていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政） 事業計画書の精査 補助金の支出
事業実績報告書の
確認

事業概要
　行政と市民との中間団体である「奈良市人権教育推進協議会」と協働し、地域における人権
教育の推進を図り、「奈良市人権文化のまちづくり条例」の具体化を図る。

全体計画
　人権問題への理解を深め、基本的人権の尊重を基本としたまちづくりを進めるため、地区別
の研修会や、指導者養成講座等を実施する。

達成目標

目　　標 活動地区数の増

目標値

達成の手段
　研修会未実施自治会に参加の働きかけをして活動地区数の増加を図
る。

実施の時期 通年 事業開始年度 昭和４８年度

予算額 平成２７年度 1,458

関連計画等

協働の相手 奈良市人権教育推進協議会 協働の形態 事業協力

地域人権教育支援事業

市民活動部 人権政策課

総合計画上の
位置付け

市民生活

人権・平和

人権と平和の尊重



No. 7 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-01

施策 2-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

実施校 数値 11 11 11 11 5 2

中学校の弁当選択制

学校教育部 保健給食課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

学校教育

特色のある教育の推進

関連計画等

協働の相手 校区内ボランティア 協働の形態 事業協力

実施の時期 中学校給食実施日 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 400

Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　中学生の食育の充実をはかることを目的に弁当選択制で中学校給食を開始した。配膳員を
ボランティアで行ってもらうことにより、弁当の価格を抑え、生徒に提供している。

全体計画

　平成１８年度２校、平成１９年度４校、平成２０年度５校、計１１校が現在弁当選択制を実施し
ている。平成２３年度に奈良市立中学校給食導入検討員会等で、中学校でも小学校のような
給食を実施していくとの答申を受け、平成２５年度４月からまず２校、給食を実施する。それに
伴い、現在弁当選択制を実施している中学校については、給食実施と同時に廃止となる。

達成目標

目　　標 弁当選択制実施校

目標値

達成の手段 　各中学校周辺の地域の協力

Ａ<改善>

市（行政）
弁当選択制の継続
確認

協働の効果
　生徒たちへ弁当を手渡すときに、ボランティアからの声かけにより生徒たちとの交流ができ
る。

事業の改善点につ
いて協議

校区内ボランティア
配膳ボランティアの
協力依頼

市に対して意見・要
望の提出

　各中学校の周辺地域の方の協力のもと、配膳員を確保し、弁当選択制を行う。

平成２６年度から
の改善点

弁当選択制の実施

実施事業後の意
見・要望の集約

　特になし。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 8 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-01

施策 2-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 5626 8300 9000 7492 8743 4600

協働の効果
　大学教授等の学識経験者とは違った視点での指導を受けることができる。また、研修経費削減の観
点からも一定の効果があると思われる。

協働の相手
協働で事業を実施
事業実施に関して
の助言・支援

上記アンケート結
果をもとに分析

　ＮＰＯ法人平城宮跡サポートネットワーク等、協働している団体の助言を受けながらプログラ
ムを企画・運営し、子どもたちも学ぶ楽しさを感じながら、ものづくり体験や科学実験を行って
いる。

平成２６年度から
の改善点

研修講座を見直すことによって、新たな協働相手を開拓した。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政） 協働で事業を実施
参加者数及びアン
ケートの集計

事業概要

　「奈良らしい教育」推進研修（世界遺産学習関連研修、英語教育関連研修、ＩＣＴ活用教育
関連研修、幼小連携・小中一貫教育関連研修、キャリア教育関連研修、特別支援教育に関す
る研修、指導力向上研修）及び基本研修（経年研修、職務研修、市費教員研修）の研修体系
からなる研修講座を実施する。

全体計画

　奈良市教育ビジョンの達成に向け、教職員の資質能力の向上を目的とし、関係法令に基づ
いて本市教職員研修を実施する。本市教職員研修は、次のような教職員の育成をめざす。
(1)　分かりやすい授業のできる”実践的な指導力”をもつ教員
(2)　愛情と熱意をもって的確に職務を遂行できる”教育的愛情と使命感”をもつ教職員
(3)　優しさと厳しさをもって子どもに向き合える”豊かな人間性と社会性”をもつ教職員

達成目標

目　　標 研修参加者数

目標値

達成の手段 　研修内容を充実させることにより、継続的に教職員の資質向上を図る。

年間の活動計画つ
いて検討・協議

次年度に向けたプ
ログラムづくり

次年度プログラム
についての助言

事業開始年度 －

予算額 平成２７年度 18,296

実施の時期 通年

教職員教科等研修事業

学校教育部 教育支援課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

学校教育

特色ある教育の推進

関連計画等 奈良市教育ビジョン（基本目標４－（３））

協働の相手 ＮＰＯ　平城京サポートネットワーク  他 協働の形態 事業協力



No. 9 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-01

施策 2-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 480 767 929 454 400

教育センター学習事業

学校教育部 教育支援課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

学校教育

特色のある教育の推進

関連計画等

協働の相手 NPO平城京サポートネットワーク他５団体 協働の形態 委託・事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２３年度

予算額 平成２７年度 23,126

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　奈良市の子どもを対象に、教育センター９階において天文教室や科学実験教室、ものづくり
体験教室等の事業を行う。

全体計画
　NPO法人等と市が協働で子ども向けプログラムの企画・実施を行うとともに、センター学習の
運営に関してアドバイスを頂き、子どもたちの豊かな学びを保障するプログラムを行う。

達成目標

目　　標 参加人数

目標値

達成の手段
　事業を周知するためのチラシの配布、ホームページの充実等により、参
加人数の増加を図る。

平成２６年度から
の改善点

特になし

協働の効果 　ＮＰＯ法人との協働により、より専門的な学習の機会を子どもたちに提供できる。

次年度に向けたプ
ログラムづくり

協働の相手
協働で事業を実施
事業実施に関して
の助言・支援

上記アンケート結
果をもとに分析

次年度プログラム
についての助言

　ＮＰＯ法人平城宮跡サポートネットワーク等、協働している団体の助言を受けながらプログラ
ムを企画・運営し、子どもたちも学ぶ楽しさを感じながら、ものづくり体験や科学実験を行って
いる。

平成２７年度の
取組内容

Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画に
ついて検討・協議

協働で事業を実施
参加者数及びアン
ケートの集計



No. 10 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-01

施策 2-01-03

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

校 数値 2 2 2 2 6 10

学校規模適正化検討協議会との協議

教育委員会 教育政策課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

学校教育

義務教育の充実

関連計画等 奈良市学校規模適正化実施方針及び中学校区別実施計画（案）中期計画

協働の相手 保護者・地域代表・学校関係者 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度（地域により異なる）

予算額 平成２７年度 593

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　奈良市学校規模適正化実施方針及び中学校区別実施計画（案）中期計画に基づき、対象
地域において市立小・中学校の規模適正化の推進に向け協議し、地域性等を考慮した個性
や特色ある学校・園づくりをめざす。

全体計画

　奈良市学校規模適正化実施方針及び中学校区別実施計画（案）中期計画に基づき、適正
化の対象となる地域において、保護者・地域住民の代表者等から組織する協議会を設置し、
市が提案する適正化計画（案）について協議する。協議で得た保護者や地域住民の意見を取
り入れた適正化計画を実施し、教育環境の整備を推進する。

達成目標

目　　標 適正化計画に合意を得られた小・中学校数（累積）

目標値

達成の手段
　適正化対象校区内の地域において協議会を設置し、保護者や地域住民
の理解と協力を得ながら適正化施策を推進する。

平成２６年度から
の改善点

平成２７年度は、都祁地域の全ての地域で学校規模適正化検討協議会を開催し、統合再編
の合意が得られるよう協議を進めていく。

協働の効果
　保護者や地域住民の意見を実施計画に取り入れることにより、地域性に配慮した形で適正
化を進めることが可能となる。

状況に応じた指導、
予算措置を講じる

協議会（保護者、
地域住民、学校

関係者等）

実施計画（案）に対す
る意見や助言

実施計画に合意、計
画推進に向けての協
力

（適正化実施時点で協議会は解散するた
め、学校評価を通じて評価・改善）

学校規模適正化対象校区（並松小・六郷小・吐山小・都祁小）の状況に応じて市が実施計画（案）を作成する。実
施計画（案）の詳細について、各学校規模適正化検討協議会の中で平成２９年４月の統合再編を目指し、協議を
進めていく。

平成２７年度の
取組内容

Ａ<改善>

市（行政）
対象地域の実施計画
（案）の作成、説明及
び協議

協議結果に基づく実
施計画の策定、実施
（条件整備、施設整
備等）

適正化実施後の学校
の状況を観察



No. 11 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-02

施策 2-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

－ 数値 － － － － - -

地域で決める学校予算事業（学校支援地域本部事業）

教育総務部 地域教育課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

青少年の健全育成

青少年の健全育成

関連計画等

協働の相手 各中学校区地域教育協議会 協働の形態 委託

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 98,000

事業概要

　全２１中学校区で、中学校区を単位として地域全体で子どもを育てる体制をつくり、地域の人
材や環境等の教育資源の積極的活用を通して、子どもたちの教育活動の充実とともに、地域
の教育力の再生と地域コミュニティの活性化を図ることを目的とする。
　事業予算は、各中学校区の地域教育協議会で協議・立案して中学校区として取り組む事業
と、運営委員会で協議のうえ各学校園が特色ある教育活動を展開する事業の２つの事業を対
象に、各中学校区地域教育協議会に配当を行っている。

全体計画

　事業予算の配当は、各中学校区の事業計画書に基づきプレゼンテーションを実施し、事業
内容や取組について５名の外部委員で構成する評価会議で評価を行い、事業予算決定のた
めの資料としている。
　事業の実施に当たっては、学校・園と地域が事業の企画・運営から実施後の評価・改善に至
るまでをPDCAサイクルによる改善型・自己成長型の事業となるように推進を図る。

達成目標

目　　標 支援活動の充実

目標値

達成の手段
　各中学校区の地域教育協議会を中心に地域全体で学校を支援する体
制を強化させる。

事業の改善点につい
て協議し、次年度の
計画案、予算案を作
成

市（行政）
計画書・予算書の確
認及び集約

地域教育協議会の支
援

報告書・決算書の確
認及び集約と評価

Ａ<改善>

平成26年度までの取組を持続発展させた内容。

平成２６年度から
の改善点

学校園（教員）の理解を得る努力をすすめ、子どもの教育支援を主軸に活動をすすめる。ま
た、小中一貫教育を踏まえた地域と学校園との取組を展開していく。

協働の効果
　各中学校区では、地域教育協議会を核として組織的に学校支援を行う仕組みづくりが進
み、地域全体で学校・園を支援する校区に応じた取り組みが進められる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

推進計画の改善
次年度の計画案、予
算案の評価及び助言

地域教育協議会
計画書・予算書の提
出

会議の開催
連携活動の実施

報告書・決算書の提
出



No. 12 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-02

施策 2-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

校区 数値 22 26 47 47 47 46

放課後子ども教室推進事業

教育総務部 地域教育課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

青少年の健全育成

青少年の健全育成

関連計画等

協働の相手 各小学校運営委員会 協働の形態 委託

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１９年度

予算額 平成２７年度 24,773

事業概要
　地域社会の中で、子どもたちの安全・安心な居場所を設け、心豊かで健やかにはぐくまれる
環境づくりを推進するため、地域住民の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化
活動、交流活動等を行う。

全体計画

　小学生を対象に、放課後等に小学校の余裕教室・体育館などを活用して、学習、昔遊び、
軽スポーツ等の活動を原則週２日、午後５時まで実施する。実施日数・時間は地域の状況に
よって異なり、地域の各種団体などで構成する各小学校運営委員会に委託する。
　放課後子ども教室実施校区は、子ども居場所づくり推進事業を放課後子ども教室の土日版
として一本化して実施している。

達成目標

目　　標 全４６小学校区での実施

目標値

達成の手段
　各小学校運営委員会において、校区としての放課後子ども教室の実施
について話し合ってもらう。平成２７年度は統廃合により全４６校区で実施。

事業の改善点につい
て協議

市（行政）
計画書・予算書の確
認及び集約

小学校運営委員会の
支援

報告書・決算書の確
認及び集約と評価

Ａ<改善>

平成26年度までの取組を持続発展させた内容。

平成２６年度から
の改善点

人材確保、事業継続の観点から、地域教育協議会および運営委員会との組織融合。

協働の効果

・児童が異年齢や地域住民と交流することにより、学校や家庭だけではできない社会性を身に
つけることができる。
・事業実施団体を中心として、地域の自立と活性化が促される。
・教室は、コーディネーター、安全管理員、学習アドバイザーをはじめ多くの地域住民の参画
を得て運営され、地域ぐるみで子どもを育む環境づくりが進む。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

推進計画の改善

小学校運営委員会
計画書・予算書の提
出

教室運営の実施
報告書・決算書の提
出



No. 13 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-02

施策 2-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 4,543 4,063 4,447 3,622 3,647 5,000

奈良市黒髪山キャンプフィールドの運営

教育総務部 生涯学習課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

青少年の健全育成

青少年の健全育成

関連計画等

協働の相手 奈良市黒髪山キャンプフィールド運営協議会 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 2,940

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　自然環境の中での野外活動、レクリエーション等を通じて青少年の心身の健全な育成を図る
ことを目指す。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開場期間：４月１日から７月20日まで及び９月１日から11月30日までの土曜日、日曜日及び国
民の祝日、７月21日から８月31日の終日
キャンプフィールドの業務内容：
①青少年のキャンプ活動その他の野外活動に関する事業の実施
②キャンプフィールドの使用承認及び使用制限
③キャンプフィールドの施設及び附属設備等の維持管理

達成目標

目　　標 利用人数

目標値

達成の手段
　施設や事業の広報を通じて施設の認知度を上げ、利用の促進、拡大を
図る。

平成２６年度から
の改善点

　ホームページやしみんだよりで施設や事業を継続的にPRするとともに、SNS等を活用した情
報発信を行う。

協働の効果
　指定管理者の経験やノウハウを施設の管理運営等に活かすことで、市民に快適でよりよい施
設の提供ができると同時に、市の経費削減にもつながることが期待できる。

今後の施設の管理
運営について協議

黒髪山キャンプフィー
ルド運営協議会

事業計画の提出
施設の管理運営
事業の実施

事業報告の提出

　指定管理者と協議・連携し、快適な施設と魅力的な事業の提供に努めるとともに、新規の利用者を獲
得するため、従来のホームページやしみんだよりでのPRに加え、新たな情報発信の手法を検討し、実
施していく。

平成２７年度の
取組内容

Ａ<改善>

市（行政）
事業計画の確認と
指導助言

管理運営の支援
施設の広報

事業報告の確認
意見、要望の確認



No. 14 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-03

施策 2-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

事業 数値 57 62 69 74 88 90

生涯学習センター・各公民館における主催事業の協働

教育総務部 生涯学習課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

生涯学習

生涯学習の推進

関連計画等

協働の相手 個人ボランティア・地域団体・NPO 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１３年度

予算額 平成２７年度 979

参加者の募集、事
業の運営等

アンケート集計結
果を共有、反省会
等により協議
共催事業において
は、実施報告書を
作成

事業概要 　主催事業の企画・実施・評価のすべてにおいて、他者と協働する。

全体計画

　個人ボランティア、民生児童委員協議会・社会福祉協議会等の地域団体、NPO等の専門的
な知識・活動を有する団体等と、主催事業の企画段階から協働を進め、より豊かな学習機会の
提供を図る。また、ともに評価し成果を共有することもめざす。
　今後、協働相手を拡大するとともに、よりよい協働事業を推進していく。

達成目標

目　　標 協働事業の拡大

目標値

達成の手段
　協働相手の拡大、協働事業の推進、自主グループ連絡協議会の設置及
び育成・活性化

協働の効果

　多彩な協働相手と企画段階から協働することにより、地域課題・ニーズに即した事業を展開
することができる。また、協働相手及び生涯学習センター・公民館の双方の活性化につなが
る。以下は、協働相手別の成果。
　個人ボランティア・自主グループ…市民の学習成果の還元
　地域団体…地域ネットワークの構築、地域コミュニティの活性化
　NPO等…専門性を活かしたより豊かな学習機会の提供
　自主グループ連絡協議会
　　…施設の運営・主催事業に地域の課題・ニーズを反映させることができる。

事業の改善点を協
議し、次回の計画
等に活かす

個人ボランティア・
地域団体・NPO

託児や学習サポー
ト等の事業支援や
講師として活動

　積極的に協働相手を探し、個人ボランティア・地域団体・NPO等の幅広い協働相手との協働による、お互いの長
所を活かした、より豊かな事業展開を行う。また、個人ボランティアの養成講座を実施し、担い手の拡大とスキル
アップ・自立も図る。さらに、講座当日だけの「協働」ではなく、企画段階からの協働、ともに評価することによる成
果の共有をめざす。

平成２６年度から
の改善点

　自主グループ及び自主グループ連絡協議会との協働を、引き続き積極的に進めていく。さらに、自
主グループ連絡協議会との協働については、主催事業だけでなく、「公民館だより」の発行や施設の
運営についても協働していけるように検討する。また、地域団体との協働についても推進していく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
事業の目的や実施
内容・方法、役割
分担等を協議し、
計画をたてる



No. 15 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-03

施策 2-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

－ 数値 － － － － - -

協働の効果
　公民館運営審議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する
活動を行う者並びに学識経験のある者で構成されており、幅広い意見が集約できる。

今後の会議、活動
について協議

公民館運営審議会委員
公民館事業や活動
についての審議

会議録の確認

　平成２６年度公民館事業の集約ができ次第、全体会議を開催し、公民館における各種事業の企画実
施について調査審議を行う。また、全国（鳥取県）、近畿（京都府）、奈良県の各公民館大会へ参加し、
その成果等を速やかに共有し、より良い公民館運営及び事業展開に向けて審議する。

平成２６年度から
の改善点

  審議内容及び委員の意見等をより生かしていくため、本審議会との連携を密にして、各委員
に、生涯学習財団の管理運営の手法や事業等への理解を深めてていただくとともに、全体会
議の内容の充実を図る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の会議、活動
について協議

審議会の開催 会議録の作成

事業概要
　社会教育法第２９条に基づき、公民館運営審議会を設置し、公民館主催事業や公民館活動
が真に市民のニーズに照らしているか、また公民館運営のあり方等について審議する。

全体計画 　公民館運営審議会を開催するとともに、全国・近畿・奈良の各公民館大会へ参加する。

達成目標

目　　標 －

目標値

達成の手段
　公民館運営審議会では公民館の事業などに関する議論を行うため、目
標等の設定はできない。

実施の時期 通年 事業開始年度 昭和２６年

予算額 平成２７年度 275

関連計画等

協働の相手 公民館運営審議会 協働の形態 実行委員会・協議会

公民館運営審議会

教育総務部 生涯学習課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

生涯学習

生涯学習の推進



No. 16 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 ２－０３

施策 ２－０３－０２

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

参加人数 数値 1,816 1,934 2,116 1,970 1,670 1,800

協働の効果
子どもたちが本に親しむきっかけ作りとなり、子どもの読書意欲を高められるとともに、ボラン
ティアや図書館司書の育成や読書環境の充実が図れる。

改善点について協
議

協働の相手 おはなし会実施
実施結果について

の検討

図書館ホームページやチラシ等で、おはなし会の開催を告知し、参加者増を図る。

平成２６年度から
の改善点

開催内容や開催日の見直しをした。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
２７年度の開催内
容等について協議

する。

おはなし会のサ
ポート

実施結果について
の検討

事業概要
図書館において「おはなし会」を開催し、絵本の読み聞かせ・おはなし・パネルシアター・人形
劇などを通して、物語などのすばらしさを伝え、子どもの想像力と豊かな感性を育むとともに、
読書への興味へと導いて、子どもの健全育成を図る。

全体計画
中央図書館　毎土曜日、第２・第３日曜に「おはなしの部屋」を開催。
西部図書館　年１２回、「おはなしのろうそく」を開催。
北部図書館　第１・第３木曜「おはなし会」、第２・第４木曜「ナーミンおはなし会」開催。

達成目標

目　　標

目標値

達成の手段
　事業を周知するためのホームページの充実、図書館だよりの配付等によ
り、継続的に増加を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度

予算額 平成２７年度 278

関連計画等 奈良市子ども読書活動推進計画

協働の相手 ボランティア 協働の形態 共催

おはなし会

教育総務部 図書館政策課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

生涯学習

図書館の充実



No. 17 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-04

施策 2-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 42 57 71 83 83 80

　これまでの取り組みは順調に推移している。参加希望に応じられるような事業計画を進める。

平成２６年度から
の改善点

　月1回の役員会で協働内容を細かく打ち合わせし、協働内容を見直しながら進めてゆく。

協働の効果

　調査事業を中心とした文化財保護事業への参画支援を通じて、市民の文化財学習を振興し、
文化財保護思想の普及を図るとともに、市民の事業内容に対する正確な理解を得ることで、地
域の文化財保護リーダーとしての今後の活動も期待できる。また、協働により、直接、市民の考
古学に対するニーズを知り、市民の意見を事業に反映することが可能になる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業の改善策につ
いて協議する。

寧楽考古楽倶楽部
センターの担当者と
月ごとの協働計画
を策定する。

展示・整理作業、職
場体験学習の実施
を補助する。

活動内容について
「寧楽考古情報」に
まとめる。

俱楽部内で協議し
ていく。

市（行政）

市の年間事業計画
に合わせた形で活
動計画を俱楽部と
協議する。

各事業・業務の実
施

各事業ごとに協働
内容を確認し、意
見、要望を整理す
る。

事業概要

　寧楽考古楽倶楽部は、平成20年度「市民考古サポーター養成講座」の修了者が組織した団
体で、発掘調査・遺物整理・展示公開・講演・説明会等、埋蔵文化財調査センターが行う考古
学的調査研究、保存活用事業に参加支援し、考古学を自由な立場で楽しみながら学び、その
活動を通じ文化財保護へ寄与してもらう。

全体計画

1、センターが行う発掘調査、遺物整理、展示公開、講演会、現地説明会等について市民考古
サポーターの補助、協働支援を受ける。
2、市民考古サポーター活動によりサポーター参加者の考古学知識の学習と情報交換を進め
る。

達成目標

目　　標 市民考古サポーターの人員維持

目標値

達成の手段
　「市民考古学講座」の継続実施並びに寧楽考古楽俱楽部の組織充実を図
ることにより人員維持を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２１年度

予算額 平成２７年度 380

関連計画等

協働の相手 寧楽考古楽倶楽部 協働の形態 事業協力

市民考古サポーター活動事業

教育総務部 埋蔵文化財調査センター

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化遺産の保護と継承

文化遺産の保存と活用



No. 18 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-05

施策 2-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 3 2 0 3 0 3

奈良市文化振興計画

市民活動部 文化振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化振興

文化の振興

関連計画等

協働の相手 学識経験者・各種団体・市民公募 協働の形態 市民公募

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１９年度

予算額 平成２７年度 361

Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要

　奈良市文化振興条例では文化に関する活動を行う者・団体の自主性・創造性を尊重し、そ
の環境整備を図り、芸術文化と生活文化双方のつながりを大切にしながら特色ある文化の育
成をめざすことを理念としている。その理念を実現するため策定した奈良市文化振興計画に
基づき文化政策を推進していく。

全体計画
　平成２１、２２年度については、文化政策に関する評価の手法、奈良市民文化振興基金の活
用、文化にかかる顕彰制度のしくみを検討した。
　平成２３年度以降については、奈良市文化振興計画に基づき、文化政策を推進していく。

達成目標

目　　標 会議の開催回数

目標値

達成の手段 資料の提供等を積極的に行っていく。

Ａ<改善>

市（行政）

新たな課題につい
て検討

協働の効果
　行政主導になりがちな計画を文化団体や市民公募の委員の参画により、幅広い意見を取り
入れながら策定することができ、市民感覚を取り入れた文化政策が実現できる。

改善点について協
議

奈良市文化振興計画
推進委員会

委員会での議論 市長への報告

計画の進捗状況の確認、評価等、新たな課題について検討する。

平成２６年度から
の改善点

委員会の意見を踏
まえた課題の検討

報告、提言等の受
領

昨年度は委員会が開催できなかったため、定期的な開催をめざし、積極的に文化施策を推進
していく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 19 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-05

施策 2-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

団体 数値 23 23 25 25 30 30

ならまちわらべうたフェスタ

市民活動部 文化振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化振興

文化の振興

関連計画等

協働の相手 文化団体・ＮＰＯ・財団等 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 １０月 事業開始年度 平成５年度

予算額 平成２７年度 1,450

事業概要

　わらべうたは子供たちによって遊びの中で伝えられ、それぞれの時代の子供の様子や人々
の文化が表現されている。このわらべうたを貴重な無形文化遺産と位置づけ広く継承すること
と、「ならまち」の地域活性化と文化振興を目的にわらべうたをベースとしたおまつりを開催す
る。

全体計画
　各催し物会場をつなぐ道のりを「わらべうたロード」と題し、近鉄奈良駅から東向き商店街・も
ちいどのセンター街、下御門商店街、脇戸町商店街を通り奈良市音声館までの間と、ならまち
センターを主会場として催しを開催する。

達成目標

目　　標 ならまちわらべうたフェスタ協力団体数の増加

目標値

達成の手段 活動の主旨を理解してもらい、新たな団体に参加を呼びかける。

協働の効果
　地域活性化事業として実施し、定着もしていることから市民・観光客による参加者も年々増え
ており、当事業のみならず多方面においても各団体間の連携が取れるようになる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行>

各評価と反省点
をふまえて反省会
にて協議

文化団体・ＮＰＯ
等

フェスタ本番日の
イベント及び冠イ
ベント実施

各担当ブースに
ついての評価と
反省点を提出

年間のわらべうた
フェスタ冠イベント
計画及びフェスタ
本番内容につい
て、
月1回の実行委員
会議を実施。

各事業の後援手
続きや活動イベン
トの支援

Ｃ<評価> Ａ<改善>

活動報告書の確
認、意見・要望の
調整

　例年同様のわらべうたフェスタを開催するとともに、開催地域の拡大（きたまちエリア）を目指
し、さらに大きなイベントとする。

市（行政）

平成２６年度から
の改善点

協力団体は増加傾向にあるため、これまで以上にイベントの拡大・振興を目指し、新たな取り
組みを検討していく。

奈良市総合財団
ならまち振興

事業部門

当イベントの総括
と推進

活動報告書取りま
とめと提出



No. 20 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-05

施策 2-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 48,965 49,340 48,417 34,696 36,681 50,000

奈良市西部会館市民ホール（学園前ホール）の運営

市民活動部 文化振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化振興

文化の振興

関連計画等 奈良市西部会館市民ホール条例

協働の相手 株式会社大阪共立 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 38,800

事業概要
　西部会館市民ホール（学園前ホール）の設置により、市民の連帯感の育成と文化の向上を図
るとともに、ふれあい豊かな地域社会づくりをめざす。

全体計画

指定期間：平成25年4月1日～平成30年3月31日
開館時間：午前9時から午後5時まで（ただし施設の利用は午後9時半まで）
休館日：月曜日、休日の翌日、12月28日から1月4日
西部会館市民ホールの業務内容：
①施設の貸し出し
②文化振興を図るための自主事業（コンサート、講演、文化講座など）

達成目標

目　　標 来館者数の増加

目標値

達成の手段
　魅力ある事業の実施、良好なサービスの提供等により、利用者の増加を
図る。

より良いサービスの
提供

市（行政） 事業計画の確認
月報、施設連絡会
議等での管理運営
状況の確認

事業報告による確
認

Ａ<改善>

指定管理先の株式会社大阪共から毎月利用状況等の報告をもらう。また、毎月1回市で実施
する文化施設連絡会議で情報交換を行い、より良い施設運営を行う。

平成２６年度から
の改善点

平成27年度も来館者数の増加を目指し、広報活動等の強化に努める。

協働の効果
　自主事業の告知における、ポスティングの効果や学園前駅南側のロータリー側に面する、西
部会館３階の窓枠（喫茶室:自動販売機設置場所）に当ホールの案内表示と自主事業の告知
を行う事により、集客数及び利用者増加につながる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

今後実施すべき内
容についての指導

株式会社大阪共立 事業計画の作成 管理運営
事業報告による確
認報告



No. 21 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-05

施策 2-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 116,409 140,613 120,899 132,164 117,460 150,000

奈良市北部会館市民文化ホールの運営

市民活動部 文化振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化振興

文化の振興

関連計画等 奈良市北部会館条例

協働の相手 一般財団法人　奈良市総合財団 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 33,800

事業概要
  北部会館市民文化ホールの設置により、市民の自主的な文化活動の促進、教養の向上及
び健康の保持を図るとともに、市民の福祉の増進に資する。

全体計画

指定期間：平成24年4月1日～平成25年3月31日
開館時間：午前9時から午後5時まで（ただし施設の利用は午後9時半まで）
休館日：月曜日、休日の翌日、12月28日から1月4日
北部会館市民文化ホールの業務内容：
①施設の貸し出し
②文化振興を図るための自主事業（コンサート、講演など）

達成目標

目　　標 来館者数の増加

目標値

達成の手段
　魅力ある事業の実施、良好なサービスの提供等により、利用者の増加を
図る。

より良いサービスの
提供

市（行政） 事業計画の確認
月報、施設連絡会
議等での管理運営
状況の確認

事業報告による確
認

Ａ<改善>

指定管理先の一般財団法人奈良市総合財団から毎月利用状況等の報告をもらう。また、毎月
1回市で実施する文化施設連絡会議で情報交換を行い、より良い施設運営を行う。

平成２６年度から
の改善点

地域の高齢化が進み利用者が減少してきていると考えられるため、今まで以上に地域に根付
いた施設を目指すとともに、若い世代の利用者増加への取り組みを検討する。

協働の効果

　奈良大学総合研究所、神功自治連合会、ニュータウンフェスタたかのはら実行委員会、平城
ニュータウン文化協会、会館近隣のアーティストのみなさまとの協働事業をおこなうことで、当
館のみならず地域のにぎわいづくりに貢献している。さらに奈良県立平城高等学校・奈良市立
右京保育園との協働事業をおこない、地域にとって、必要不可欠な施設として、効果が期待で
きる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

今後実施すべき内
容についての指導

一般財団法人奈良市
総合財団

事業計画の作成 管理運営
事業報告による確
認報告



No. 22 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-05

施策 2-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 9,220 12,572 13,144 13,486 14,980 15,000

奈良市都祁交流センターの運営

市民生活部 都祁行政センター地域振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

文化振興

文化の振興

関連計画等 奈良市都祁交流センター条例

協働の相手 一般財団法人　奈良市総合財団 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２２年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 33,650

市（行政） 事業計画の確認 管理運営の支援
事業報告の確認
意見・要望の確認

事業概要
　市民の文化振興と福祉の増進を図るとともに、地域間・世代間交流を促進するための文化活
動の拠点となる施設の管理を行う。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：９時～１７時（施設利用については午後９時まで）
休館日：水曜日、第２・４火曜日、祝日、１２月２８日から翌年１月４日
業務内容：
①音楽、演劇、講演会等文化の振興に関すること。
②広く人々が交流する各種会議、集会等の開催に関すること。
③市民の自主的な文化活動又はふれあいの場の提供に関すること。
④その他交流センターの設置目的を達成するために必要な事業。
⑤交流センターの使用承認及び使用制限に関すること。
⑥交流センターの施設及び付属設備の維持管理に関すること。
⑦その他

達成目標

目　　標 利用者数の増

目標値

達成の手段
　しみんだより・自治体放送の活用・チラシ折込等で案内し、利用者の増加
を図り、待つ姿勢から出向いて行く姿勢で施設のＰＲに努める。

平成２６年度から
の改善点

市と指定管理者が十分に協議を行いながら、図書室の利用促進、自主事業を積極的に行い、
稼働率を上げる。

協働の効果 　地域性を考慮した施設の管理・整備を行うことができると同時に、市の経費削減にも繋がる。

今後の施設の管理
運営について協議

一般財団法人
奈良市総合財団

事業計画書の提出
施設の管理運営の
実施

始業報告書の提出

市と指定管理者が十分に協議を行いながら、鑑賞公演、文化教室、地域間・世代間交流事業、音楽
の里作り事業、おはなし会の充実といった団体の自主事業を行い、文化に対する市民のニーズに対
応できるよう、利用者の視点を常に意識しながら運営を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 23 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-06

施策 2-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 4,130 11,232 9,319 10,628 未集計 11,000

奈良市都祁生涯スポーツセンターコート等４施設の運営

市民活動部 スポーツ振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

スポーツ振興

スポーツの振興

関連計画等
奈良市体育施設条例
奈良市合併記念公園条例

協働の相手 一般財団法人　奈良市総合財団 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２２年度(8月供用開始）

予算額 平成２７年度 1,060

市（行政） 事業計画の確認 管理運営の支援
事業報告の確認
意見・要望の確認

事業概要
　 市民がスポーツに親しみ健康で明るく豊かな生活を営むことができるよう、安全・安心なス
ポーツ施設の管理運営を行う。

全体計画

指定期間：平成25年4月1日～平成30年3月31日(5年間)
開館時間：球技場・クラブハウス　 9時～21時
　　　　　　 庭球場・多目的コート　9時～17時
休館日：水曜日・祝日の翌日・年末年始
都祁生涯スポーツセンターコート等４施設の業務内容：
①体育施設の使用承認
②施設及び設備の維持管理

達成目標

目　　標 利用者数の増

目標値

達成の手段
　今後も案内パンフレットを配布し、利用者増加及び利用者の地域拡大を
図る。

平成２６年度から
の改善点

休業日（年始）に開業し、利用者のニーズに応えた。

協働の効果  　地域性を考慮した施設の管理・整備を行うことができると同時に、市の経費削減にも繋がる。

今後の施設の管理
運営についての協
議

一般財団法人
奈良市総合財団

事業計画書の提出
施設の管理運営の
実施

事業報告書の提出

平日、夜間利用の増加を図る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 24 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-06

施策 2-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 7,021 7,321 7,916 8,235 8,351 8,400

奈良市青少年野外活動センターの運営

市民活動部 スポーツ振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

スポーツ振興

スポーツの振興

関連計画等 奈良市青少年野外活動センター条例

協働の相手 特定非営利活動法人　奈良地域の学び推進機構 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２１年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 24,800

市（行政） 事業計画の確認 管理運営の支援
事業報告の確認
意見・要望の確認

事業概要
　自然環境の中での野外活動、体育・スポーツ及びレクリエーション等を通じて青少年の心身
の健全な育成を図る。

全体計画

指定期間：平成24年4月1日～平成29年3月31日（5年間）
開所時間：終日
休所日：月曜日（祝日の場合はその翌日）・年末年始
青少年野外活動センターの業務内容：
①青少年のキャンプ活動その他の野外活動に関すること
②青少年の体育・スポーツ及びレクリエーションに関すること
③青少年の共同宿泊訓練に関すること
④青少年の指導者の研修に関すること

達成目標

目　　標 利用者数の増

目標値

達成の手段
　施設や自主事業をホームページを通じて施設の認知度を上げ、利用者
の増加・拡大を図る。

平成２６年度から
の改善点

　利用者の満足度を高めるため、より綿密に施設運営や事業についての協議を重ねていく。

協働の効果
　指定管理者である特定非営利活動法人　奈良地域の学び推進機構が企画・立案することにより、利
用者の関心がある様々な教室やイベントが実施され、着実に利用者を増やすと同時に、市の経費削
減にも繋がる。

今後の施設の管理
運営についての協
議特定非営利活動法人

奈良地域の学び推進機
構

事業計画書の提出
施設の管理運営の
実施

事業報告書の提出

　自主性を待ったノウハウを活かした多角的な施設の利用を行い、利用者ニーズに合ったより
良い施設運営に繋げる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 25 事業名

部名 課名

章 第2章

基本施策 2-06

施策 2-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 7,465 8,887 8,704 5,558 5,141 6,000

奈良市都祁体育館の運営

市民生活部 都祁行政センター地域振興課

総合計画上の
位置付け

教育・歴史・文化

スポーツ振興

スポーツの振興

関連計画等 奈良市体育施設条例

協働の相手 一般財団法人　奈良市総合財団 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２２年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 3,042

市（行政） 事業計画の確認 管理運営の支援
事業報告書の確認
意見・要望の確認

事業概要
　健康で生きがいを持って暮らせるよう、生涯スポーツ宣言地域としてスポーツ・レクリエーショ
ンを通じて健康を維持・推進できるよう安全・安心なスポーツ施設の管理運営を行う。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：９時～２２時
休館日：水曜日、休日の翌日（その日が日曜日、土曜日及び休日に当たるときを除く。）
業務内容：
①体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。
②施設及び設備の維持管理に関すること。
③整備器材・器具及び各種車両の維持管理に関すること。
④施設の安全対策と防火管理及び防災訓練に関すること。
⑤委託業者の指揮監督に関すること。
⑥その他

達成目標

目　　標 利用者数の増

目標値

達成の手段
　市街地から近距離の立地条件と夏場の冷涼さを生かして多数の市民利
用を推進し、スポーツ振興部門と連絡体制を強化する。

平成２６年度から
の改善点

市と指定管理者が十分に協議を行いながら、各種スポーツクラブ団体等への利用周知を積極
的に行う。

協働の効果 　地域性を考慮した施設の管理・整備を行うことができると同時に、市の経費削減にも繋がる。

今後の施設の管理
運営について協議

一般財団法人
奈良市総合財団

事業計画書の提出
施設の管理運営の
実施

事業報告書の提出

市と指定管理者が十分に協議を行いながら、各種スポーツ教室の開催・地元スポーツ協会、市内ス
ポーツ施設との共催事業の充実を図り、快適な施設サービスに努める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 26 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-01

施策 3-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

地区 数値 13 19 19 46 19 46

　引き続き、本市が作成した地域分析データを基に、各地区社協をベースに地域福祉活動計画
の策定を進めていく。また、単年度では解決が難しい課題に対しては、複数年で取り組んでいく。

平成２６年度から
の改善点

  市社会福祉協議や地区社協等地域組織と連携し、地域における福祉のネットワークづくりにつ
いて協議を始めた。　これにより様々な地域課題を解決する仕組みづくりを進めていきたい。

協働の効果

　行政と奈良市社会福祉協議会及び各地区社会福祉協議会が協働することにより、地域福祉活
動計画の策定が進み、地域福祉の推進に必要な地区毎の基盤づくりを、市全体にわたって推進
することができる。地区社協や地域住民は計画が策定されることにより、今後地区の課題が共有
化され、地区全体の取り組むべき方向性が明確になるとともに、あらゆる社会資源を巻き込みな
がら、単年度では解決が難しい課題に対して、複数年で取り組んでいくことができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業の改善点につい
て協議

重点地区の検討

奈良市社会福祉協議会

地域福祉活動計画
の進捗と次期計画
策定の支援

事業報告書の提出
地域福祉活動進捗
状況の評価

地区社会福祉協議会
地域福祉活動計画
の策定および進捗
支援

事業報告書の提出
地域福祉活動計画
の提出

市（行政）

①年間の活動計画
について協議
②地域福祉活動計
画の策定に向けた
準備（地域からの意
見集約）

関係各課の進捗状
況の把握

各分野における地
域福祉計画の進捗
状況の確認

事業概要
　地域住民の立場から地域特性にあった「地域福祉活動計画」を作成し、住民の福祉活動への
理解や参加を促し、住みよい生活環境づくりを実現する。現在46地区社会福祉協議会があり、全
地区が「地域福祉活動計画」を策定することで、安全安心の福祉のまちづくりをめざす。

全体計画

　住民の福祉に対する理解と地域福祉活動への参加を促進し、官民協働による福祉のまちづくり
の推進を図る。そして、地区社会福祉協議会活動やさまざまな地域福祉活動の推進のために、
住民自治に根ざした地域住民と行政の対等なパートナーシップのもと、連携・協働による福祉の
まちづくりをめざす。

達成目標

目　　標 地域福祉活動計画の策定地区数

目標値

達成の手段
　住民の福祉活動参加促進への支援及びＰＲの強化
　住民学習・研修や情報交換の場を設定し、住民意識の向上を図る

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１６年度

予算額 平成２７年度 177

関連計画等 奈良市地域福祉計画の推進

協働の相手 地区社会福祉協議会 協働の形態 事業協力

地域福祉活動の支援事業

保健福祉部 福祉政策課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

地域福祉

地域福祉の推進



No. 27 事業名

部名 課名

章 第３章

基本施策 3-01

施策 3-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 23,652 26,300 26,496 27,595 30,718 31,000

協働の効果

　市社会福祉協議会が有するネットワークを活かし、地域の福祉活動の拠点として市民ととも
に様々な事業展開が期待できる。また、専門性を活かして、福祉課題を抱える人たちの地域で
の居場所づくりや各種相談支援業務などを実施することで、地域福祉の推進と市民の福祉の
向上に繋げることができる。

事業の改善等に
ついて協議

（社福）奈良市社会福
祉協議会

月ヶ瀬福祉セン
ターの運営管理

相談件数、利用状
況報告書等の報告

　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、市民の福祉の向上に資することを目的とし、
指定管理先の奈良市社会福祉協議会と定期的に情報共有を行い、市民のニーズに即したよ
り良い施設運営を行う。

平成２６年度から
の改善点

  月ヶ瀬地区だけでなく、センターを利用できる範囲を広げ、より多くの市民の声を聴きながら
事業を進めていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
年間の活動計画に
ついて協議
事業計画、予算説
明書の作成

月ヶ瀬福祉セン
ターとの連絡調整
及び事務

事業報告書の確認

事業概要 　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、市民の福祉の向上に資する。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：午前９時～午後５時（ただし第２、第４土曜日は午前９時～午後９時）
休館日：毎週月曜日、祝日の翌日（日曜日、火曜日にあたるときを除く）、年末年始（12月29日～1月3
日まで）
業務内容：
①センターの事業の実施（高齢者及び障がい者の生活、健康等の相談並びに市民の福祉意識の向
上、市民のレクリエーション及び健康増進）
②センターの使用承認及び使用制限
③センターの施設及び付属設備の維持管理
④その他

達成目標

目　　標 利用人数の増

目標値

達成の手段
　ホームページや福祉センターだよりでセンターの事業内容の紹介を行
い、気軽にセンターを利用してもらう。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 31,700

関連計画等 奈良市月ヶ瀬福祉センタ－条例

協働の相手 （社福）奈良市社会福祉協議会 協働の形態 指定管理

奈良市月ヶ瀬福祉センターの運営

保健福祉部 福祉政策課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

地域福祉

地域福祉の推進



No. 28 事業名

部名 課名

章 第３章

基本施策 3-01

施策 3-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 25,314 25,768 26,242 26,900 24,135 26,000

協働の効果

　市社会福祉協議会が有するネットワークを活かし、地域の福祉活動の拠点として市民ととも
に様々な事業展開が期待できる。また、専門性を活かして、福祉課題を抱える人たちの地域で
の居場所づくりや各種相談支援業務などを実施することで、地域福祉の推進と市民の福祉の
向上に繋げることができる。

事業の改善等に
ついて協議

（社福）奈良市社会福
祉協議会

都祁福祉センター
の運営管理

相談件数、利用状
況報告書等の報告

　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、市民の福祉の向上に資することを目的とし、
指定管理先の奈良市社会福祉協議会と定期的に情報共有を行い、市民のニーズに即したよ
り良い施設運営を行う。

平成２６年度から
の改善点

  都祁地区だけでなく、センターを利用できる範囲を広げ、より多くの市民の声を聴きながら事
業を進めていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
年間の活動計画に
ついて協議
事業計画、予算説
明書の作成

都祁福祉センター
との連絡調整及び
事務

事業報告書の確認

事業概要 　市民の福祉活動の振興及び健康の増進を図り、市民の福祉の向上に資する。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：午前９時～午後５時（ただし６月１日～９月３０日は午前９時～午後９時）
休館日：毎週月曜日、祝日の翌日（日曜日、火曜日にあたるときを除く）、年末年始（12月29日～1月3
日まで）
業務内容：
①センターの事業の実施（高齢者及び障がい者の生活、健康等の相談並びに市民の福祉意識の向
上、市民のレクリエーション及び健康増進）
②センターの使用承認及び使用制限
③センターの施設及び付属設備の維持管理
④その他

達成目標

目　　標 利用人数の増

目標値

達成の手段
　ホームページや福祉センターだよりでセンターの事業内容の紹介を行
い、気軽にセンターを利用してもらう。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成18年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 31,800

関連計画等 奈良市都祁福祉センタ－条例

協働の相手 （社福）奈良市社会福祉協議会 協働の形態 指定管理

奈良市都祁福祉センターの運営

保健福祉部 福祉政策課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

地域福祉

地域福祉の推進



No. 29 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-02

施策 3-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

回 数値 6

奈良市子ども会議

子ども未来部 子ども政策課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

子育て

子育て支援の推進

関連計画等 奈良市子ども・子育て支援事業計画「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」

協働の相手 市民 協働の形態 市民公募

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２７年度

予算額 平成２７年度 1,191

事業概要

奈良市の子どもたちが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をもって成長していけるよ
うに、子ども参加によって大人とともにまちづくりを進めることを目的とした奈良市子どもにやさ
しいまちづくり条例が平成２７年4月から施行される。この条例で規定している子どもが意見表
明をし、参加する場として奈良市子ども会議を開催（６回開催予定）する。

全体計画 子どもが集まりやすい夏休みの期間を中心に、６回程度開催する。（詳細未定）

達成目標

目　　標 子ども会議でまとめた意見を市長等が出席のもと発表する機会を設ける。

目標値

達成の手段
 事業を周知するため、しみんだよりやホームページに募集記事を掲載する
等により、参加者を募り、子ども会議を開催する。

できること、できな
いことの調整を行

う。

市（行政）
子ども会議開催の
ための準備・資料

作成
子ども会議の開催

子どもの意見をとり
まとめる

しみんだよりやホームページ等で事業を周知することで子ども参加者を募り、子ども会議にお
いて出された意見を取りまとめ、市長に提出する。

平成２６年度から
の改善点

協働の効果
奈良市子ども会議を開催し、子どもの意見表明や参加を支援することで、子どもにとっての最
善の利益を考慮した子どもにやさしいまちづくりの推進につながる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

次回の子ども会議
に向け、情報収集・

資料作成

協働の相手 －
子ども会議におい
て意見を述べる。

自分達の意見をま
とめ、市長へ提出

する。



No. 30 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-02

施策 3-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

箇所数 数値 35 40 49 53 58 58

子育て親子の集える場の提供

子ども未来部 子ども育成課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

子育て

子育て支援の推進

関連計画等
奈良市次世代育成支援行動計画
第3章　行動計画　　１－２　子育てに関する相談および経済的支援の充実

協働の相手 子育て支援団体(社会福祉法人、NPO法人等） 協働の形態 委託

実施の時期 通年または月1・2回 事業開始年度 平成５年度

予算額 平成２７年度 149,821

年間の活動計画に
ついて協議

事業実施団体への
支援・指導

年間の事業の振り
返り

事業概要
　子育て親子（おおむね０～３歳児とその親）を対象に、交流の場の提供と交流の促進、子育
て等に関する相談及び援助の実施、地域の子育て関連情報の提供、子育て及び子育て支援
に関する講習等の多様な子育て支援活動を実施する。

全体計画

　子育て親子の集える場のうち「地域子育て支援センター」及び「つどいの広場」事業について
は、新規に開設する場合は、公募型プロポーザル方式により実施団体の募集を行い、審査委
員会において団体の選考を行い、委託契約を締結し、事業を実施する。また、引き続き事業を
継続する団体とは、新たに単年度で委託契約を締結し、事業を実施する。
　「子育てスポットすくすく広場」事業については、指定管理者制度により奈良市社会福祉協議
会が事業を実施している。
　「子育てスポット」事業及び児童館で実施している子育て広場については、地域の子育て支
援団体等と協働し、事業を実施している。

達成目標

目　　標 開設箇所数の増

目標値

達成の手段
　「子育てスポット」事業の新規開設のため、事業実施団体を新たに開拓す
る。

協働の効果

　子育て支援団体が地域の子育て支援を行うことにより、子育ての不安感や負担感を緩和す
ることができ、子どもの健やかな育ちの促進に繋げられる。
　また、地域子育て支援拠点は、子育て親子を中心とした地域づくりの核となることで、地域に
開かれた支援の輪を生み出すことができ、地域における子育て力の向上や、地域コミュニティ
の活性化に繋ぐことができる。

業務の改善指導

子育て支援団体(社
会福祉法人、NPO法

人等）
事業運営 業務の改善

　地域子育て支援拠点において「一時預かり」を実施する施設を増やす。加えて、地域住民・
団体との協働・連携や心配な家庭に対しての個別支援等、地域支援活動を引き続き実施し、
地域全体で子どもの育ち・親の育ちを支援する。

平成２６年度から
の改善点

　各地域子育て支援拠点、子育て支援活動を実施する団体及び地域住民との連携強化を図
り、地域と行政等関係機関が一体となって子どもの健やかな育ちを支援していく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 31 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-02

施策 3-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回数 数値 211 209 419 553 538 500

子育て支援アドバイザー事業

子ども未来部 子ども育成課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

子育て

子育て支援の推進

関連計画等
奈良市次世代育成支援行動計画
第3章　行動計画　　3－1　地域社会で子どもを育てる環境づくりの推進

協働の相手 個人ボランティア 協働の形態 事業協力

実施の時期 随時 事業開始年度 平成１８年度

予算額 平成２７年度 1,224

事業概要

　地域の子育て経験豊かな市民を「子育て支援アドバイザー」として登録し、子育て親子が集
まる場所に出向き、子育て中の親と向き合い、子育てに関する相談、助言、情報提供を行い、
親の育児の負担感や不安感を軽減する。また、相談だけでなく、絵本の読み聞かせ、手遊
び、親子体操等、子育て支援アドバイザーができる範囲で支援を行う。

全体計画
　子育て支援アドバイザーの登録希望者は、臨床心理士、保育士、助産師による２日間の養
成講座を修了し、登録を行う。
　また、既登録者には、資質向上を目的とした、フォローアップ講座と交流会を開催している。

達成目標

目　　標 活動回数の増加

目標値

達成の手段
　フォローアップ講座によるアドバイザーの資質の向上、子育てサークル等への
事業の周知による派遣箇所数の増加、交流会によるネットワークの強化。

活動内容の改善

市（行政）
養成講座、フォロー
アップ講座の計画

派遣の調整、養成
講座の開催

活動報告書の確
認、意見・要望の整
理

　引き続き子育て支援アドバイザー事業は、地域子育て支援拠点事業の実施団体に委託し、
事務の効率化及び事業内容の充実を図る。

平成２６年度から
の改善点

　地域子育て支援拠点交流会等を実施し、アドバイザーと地域との交流・連携化を図る。

協働の効果
　「子育て支援アドバイザー」が、地域の子育て支援に関わることにより、世代間交流による地
域コミュニティの活性化が図られ、子育てを地域全体で支える体制の構築に繋ぐことができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業の改善点
について協議

個人ボランティア 年間の活動計画 派遣、講座の参加 活動報告書の提出



No. 32 事業名

部名 課名

章 第３章

基本施策 3-02

施策 3-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

会議の
実施回数 数値 4 5 5

平成２７年３月に策定した奈良市子ども・子育て支援事業計画「奈良市子どもにやさしいまちづ
くりプラン」に基づき、子ども・子育て支援施策を総合的に取り組んでいくことになるが、その施
策の推進に関し、検討が必要な事項の調査審議及び施策の実施状況の評価・検証を行う。

平成２６年度から
の改善点

　子どもを含む関係者の意見をさらに反映させるため、適宜、部会等を設置して連携を図る。

協働の効果
　公募による市民を委員に加えることにより、市の意思形成段階から市民に参加してもらえるこ
ととなり、市民との協働の促進につながる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

会議委員
会議の議題につい
て事前に調査研究

会議の議題につい
て意見を述べる

前回の会議の確認
次回の会議に向け
て調査研究

会議録の作成・課
題の整理

事業概要
　子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し、必要な事項及び当該
施策の実施状況について調査・審議を行うため、「奈良市子ども・子育て会議」を開催する。

全体計画

　市民公募、有識者等で構成する会議を開催し、教育・保育施設や、地域型保育事業の利用
定員を定める際や、「子ども・子育て支援事業計画」を策定・変更する際に、当会議の意見を
聴くとともに、子育て支援施策の実施状況を調査審議するなどにより、地域の子育てニーズを
一連の政策プロセスに反映させる。

達成目標

目　　標 子ども・子育て支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

目標値

達成の手段
　国の「子ども・子育て支援新制度」の動向を注視しながら、「子ども・子育
て会議」を開催する。

Ａ<改善>
次回の会議に向け
て情報収集・資料
作成、委員意見の
反映

市（行政）
会議開催のための
準備・資料作成

会議の開催

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２５年度

予算額 平成２７年度 2,330

関連計画等 奈良市子ども・子育て支援事業計画「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」

協働の相手 市民 協働の形態 市民公募

奈良市子ども・子育て会議

子ども未来部 子ども政策課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

子育て

子育て支援の推進



No. 33 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-03

施策 3-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

ボランティア
人数 数値 62 59 57 57 57 57

協働の効果
　行政からの情報を点字や音声により得ることで、視覚障がい者の社会生活の充実が見込ま
れる。

事業の改善等に
ついて協議

ボランティア団体 －

点字版、録音版を
作成し、希望する
視覚障がい者へ

発送

  市は点訳ボランティア及び録音ボランティアに総合福祉センターの１室と紙や録音テープ、
機材を提供し、ボランティアは市の広報誌等の点字版、録音版を作成、希望する視覚障がい
者に配布する。また障がい者の地域生活を支援するボランティアを育成する。

平成２６年度から
の改善点

　①ボランティア団体と、ボランティアの育成について検討していく。
　②ボランティア団体と協議し、最新機器等の導入や入れ替えを進める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
市広報誌等の作成

（毎月）

点字版、録音版を希
望する視覚障がい者
を集約しボランティア

に作成依頼 視覚障がい者より
の意見・要望等の

整理

事業概要
　視覚障がい者の内、希望者にしみんだよりなどの広報の点字版や録音版を製作し配布す
る。

全体計画
　市は点訳ボランティア及び録音ボランティアに総合福祉センターの1室と紙や録音テープ、
機材を提供し、ボランティアは市の広報誌等の点字版、録音版を作成、希望する視覚障がい
者に配布する。

達成目標

目　　標 活動団体の育成

目標値

達成の手段
　総合福祉センターの講座等を活用し、障がい者の地域生活を支援するボ
ランティアを育成する。

実施の時期 通年 事業開始年度 昭和５７年度

予算額 平成２７年度 1,333

関連計画等 奈良市障がい者福祉基本計画

協働の相手 ボランティア団体 協働の形態 補助・助成

視覚障がい者向け広報等発行事業

保健福祉部 障がい福祉課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

障がい者・児福祉

障がい者・児福祉の充実



No. 34 事業名

部名 課名

章 第３章

基本施策 3-03

施策 3-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 － 47 48 50 60

奈良市子ども発達センターの運営

子ども未来部 子育て相談課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

障がい者・児福祉

障がい者・児福祉の充実

関連計画等 奈良市子ども発達センター条例

協働の相手 （社福）宝山寺福祉事業団 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２３年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 9,600

Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業概要 　奈良市子ども発達センターで、児童発達支援を行う。

全体計画

指定期間：平成２４年３月１５日～平成２９年３月３１日
開館時間：月・火・水・金曜日　９時～１７時３０分、木曜日　９時～１８時３０分
　　　　　　　土曜日　９時～１５時（第１、２、３、４土曜日のみ開館）
休  館  日：日曜日、祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日）
業務内容：療育の必要性が認められる就学前の子どもを対象に、日常生活における基本的な
動作の指導及び集団生活への適応訓練を行う。

達成目標

目　　標 利用者数及び稼働率

目標値

達成の手段
　事業周知を図るためにホームページやしみんだよりへの記事掲載及び市
民向け研修会により啓発を行う。

市（行政） 子ども発達セン
ター推進会議で抽
出した課題を共有
し、年間計画を共
有・立案

療育相談室（相談業務）
との連携・運営に関する
定例会議及びケースに
関する会議

推進会議を実施

協働の効果

　（１）発達センターの中に、相談部門と療育部門が共存することにより、発達に課題を抱える
子どもを育てる保護者の相談と療育の場（児童発達支援）の見学等に即日対応が可能であり、
そのことにより、充実した支援を展開できるものと期待する。
　（２）平成24年度の児童福祉法の改正では「障害児支援の強化、官（療育相談室）と民（障害
児通所支援）の連携」が掲げられている。当センターは法の理念の実現に向け、発達に課題を
抱える児童の療育体制づくりの基礎となっている。

毎月の定例会議及
び推進会議で事業
の実績・取り組み状
況等を協議
支援事業関係機関
との会議を通した
連携

社会福祉法人　宝山
寺福祉事業団

児童発達支援事業の実
施、運営に関する定例会
議(月1回）、支援事業関係
者との会議

活動報告の提出

　子ども発達センターの運営を円滑に行うための定例会を毎月実施し、療育内容の充実に向けてケー
ス会議を実施する。療育内容を広める公開療育や研修、実習生の受入れを実施。利用者を対象に勉
強会・家族通園・並行通園児の所属する園訪問を行い相談、助言等の実施。

平成２６年度から
の改善点

地域支援の一環として、発達に課題のある１～3歳児の発達支援と親支援として親子通園教室
を実施。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 35 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-04

施策 3-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 970 1,136 684 1,386 2,185 1,500

認知症サポーター養成講座

保健福祉部 長寿福祉課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

高齢者福祉

高齢者福祉の充実

関連計画等 奈良市老人福祉計画及び第５期介護保険事業計画

協働の相手 奈良市キャラバンメイト 協働の形態 事業協力

事業概要
　国の認知症サポーター１００万人キャラバン事業に基づき、認知症について正しく理解し、認
知症の人やその家族を温かく見守り、支援する認知症サポーターの養成や、その養成のため
の講師となるキャラバン・メイトの活動を支援する。

全体計画
　住民組織、地域の生活関連企業・団体、学校関係者らからの申請を受けて、キャラバン・メイ
トを派遣し、誰でもなる可能性がある認知症を理解している人を増やすことにより、認知症に
なっても安心して暮らせるまちを市民の手により作っていくことをめざす。

達成目標

目　　標 認知症サポーターを５ヶ年で約５，０００名を養成予定、その後継続して実施

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 316

協働の効果
　キャラバン・メイトの活動を支援することにより、認知症になっても安心して暮らせるまちを市民
の手により作っていく意識を根付かせることができる。

事業の改善点に
ついて協議

キャラバンメイト
実施報告書の提
出

　認知症サポーター養成講座に関する啓発活動を行う。公募型の講座を開催する。キャラバ
ン・メイトに研修会の案内等をする。

平成２６年度から
の改善点

　キャラバン・メイトに対して、認知症サポーター養成講座を開催しやすいように支援する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

認知症サポー
ター養成講座の
開催

実施報告書の確
認

Ａ<改善>

市（行政）

認知症サポー
ター養成講座開
催計画

目標値

達成の手段
　１１地域包括支援センターによる地域各種団体への働きかけにより、開催
希望を増やしていく。



No. 36 事業名

部名 課名

章 3

基本施策 3-04

施策 3-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 164,036 178,411 181,417 176,557 186,466 190,000

奈良市老人福祉センターの運営

保健福祉部 長寿福祉課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

高齢者福祉

高齢者福祉の充実

関連計画等 奈良市老人福祉センター条例

協働の相手 （社福）奈良市社会福祉協議会 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成25年度

予算額 平成２７年度 136,300

Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　高齢者の心身の健康保持及び増進を図るとともに、地域における交流の場として便宜を供
与することによって生きがいづくりに寄与し、もって高齢者の福祉に資するため、東・西・北・南
４箇所の老人福祉センターを運営する。

全体計画

指定期間：平成２５年４月１日～平成３０年３月３１日
開館時間：９時～午後５時（浴室は、火・水・金・土の正午から午後４時まで）
休館日：日曜、月曜、祝日の翌日、１２月２９日から１月３日まで
老人福祉センターの業務内容：
①高齢者の健康相談・身上相談
②高齢者の教養向上のための講座の開催
③高齢者のレクリエーション、趣味活動等の指導促進
④万年青年クラブ活動の指導育成
⑤子育て親子の交流及び集いの場の提供
⑥子育てに関する相談及び講習の実施並びに地域の子育て関連情報の提供

達成目標

目　　標 利用者数の増

目標値

達成の手段
　老人福祉センターを利用したことがない人にも利用していただけるよう、し
みんだよりやホームページ等で啓発する。

Ａ<改善>

市（行政）
年間の活動計画に
ついて協議
事業計画、予算
説明書の作成

協働の効果
　奈良市社会福祉協議会の福祉分野における専門性を生かした講座を開催したり、幅広い
ネットワークを利用し他施設と連携して高齢者の生きがいづくり事業に取り組むことができるな
ど、奈良市が直営で運営するよりも効果的な施設運営を行うことができる。

事業の改善等に
ついて協議

（社福）奈良市社
会福祉協議会

老人福祉センター
の運営管理

事業実施内容・利
用状況等の報告

　指定管理者である奈良市社会福祉協議会は、東・西・北・南の各センターにおいて、高齢者
の心身の健康保持や増進、生きがいづくりにつながるような事業を実施する。
　奈良市は、奈良市社会福祉協議会から毎月事業報告を受け、必要に応じて指導を行ったり
センター長会議に出席して協議を行う。また、奈良市社会福祉協議会と日ごろから情報共有を
行うことで、より良い施設運営をめざす。

平成２６年度から
の改善点

老人福祉センター
との連絡調整

事業報告書の確認

　センターにおける長寿健康ポイント対象事業の選定について、指定管理者と協議しながら決
定する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 37 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-05

施策 3-05-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 22,066 20,647 20,807 19,466 18,517

奈良市立都祁診療所・月ヶ瀬診療所の運営

市民生活部 病院管理課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

医療

医療の充実

関連計画等 奈良市立診療所設置条例

協働の相手 公益社団法人　地域医療振興協会 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２２年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 39,800

事業概要
　医療機関の少ない東部地域において、安定した保健医療サービス（診療、健康診断、健康
相談、予防接種等）を行うことにより、地域の住民の方々に安心して健やかな生活を営んでい
ただくよりどころとする。

全体計画

指定期間：平成26年4月1日～平成31年3月31日
診療時間：
　都祁　　午前９時～正午　並びに　月曜日、水曜日及び金曜日の午後５時～午後７時
　月ヶ瀬　午前９時～正午　及び　午後１時30分～午後４時
業務内容：
　　　(１)　診療　　(２)　健康診断及び健康相談　　　(３)　予防接種等公衆保健衛生関連

達成目標

目　　標 地域住民の方に安心して利用してもらえる診療所とする

目標値

達成の手段 　東部地域医療の特性上、目標値の設定はせず実施値のみ記載する。

改善

市（行政） 実施計画の承認 連絡調整
事業実績報告の確
認モニタリング

　指定管理者との管理運営協議会を設置し、情報共有を行うことでより良い診療所運営を行っ
ていく。

平成２６年度から
の改善点

今後も互いの協力関係を継続しながらも、協会の特性を活かし、自主性・独自性を発揮するこ
とにより、地域医療への貢献につなげていく。

協働の効果

　奈良市立病院の指定管理者である地域医療振興協会を協働の相手方とすることにより、市
立奈良病院との連携が図られる。
　また、協会の管理運営のノウハウを生かすことができ、協会が行う他の類似事業の実績が効
果的に反映される。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

指導

公益社団法人
地域医療振興協会

年度事業実施計画 管理運営 事業実績報告



No. 38 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-05

施策 3-05-01

千円 ※決算額に田原（歯科委託）48万含む

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 8,046 7,975 7,405 7,080 6,967

奈良市立柳生診療所・田原診療所の運営

市民生活部 病院管理課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

医療

医療の充実

関連計画等 奈良市立診療所設置条例

協働の相手 公益社団法人　地域医療振興協会 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成18年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 30,725

事業概要
　医療機関の少ない東部地域において、安定した保健医療サービス（診療、健康診断、健康
相談、予防接種等）を行うことにより、地域の住民の方々に安心して健やかな生活を営んでい
ただくよりどころとする。

全体計画

指定期間：平成25年4月1日～平成26年3月31日
診療時間：
　柳生　　午前９時～正午　及び　午後1時30分～午後４時
　田原　　午後１時30分～午後４時
業務内容：
　　　(１)　診療　　(２)　健康診断及び健康相談　　　(３)　予防接種等公衆保健衛生関連

達成目標

目　　標 地域住民の方に安心して利用してもらえる診療所とする

目標値

達成の手段 　東部地域医療の特性上、目標値の設定はせず実績値のみ記載する。

改善

市（行政） 実施計画の承認 連絡調整
事業実績報告の確
認モニタリング

　指定管理者との管理運営協議会を設置し、情報共有を行うことでより良い診療所運営を行っ
ていく。

平成２６年度から
の改善点

今後も互いの協力関係を継続しながらも、協会の特性を活かし、自主性・独自性を発揮するこ
とにより、地域医療への貢献につなげていく。

協働の効果

　奈良市立病院の指定管理者である地域医療振興協会を協働の相手方とすることにより、市
立奈良病院との連携が図られる。
　また、協会の管理運営のノウハウを生かすことができ、協会が行う他の類似事業の実績が効
果的に反映される。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

指導

公益社団法人
地域医療振興協会

年度事業実施計画 管理運営 事業実績報告



No. 39 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-06

施策 3-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

団体による
主催回数 数値 11（共催） 8 8 11 11 11

協働の効果
　推進員が中心となって実施することで、推進員自身の年代である中高年の意見が企画に反
映されるとともに啓発効果が期待でき、市民自らが健康づくりに関心を持ちウォーキングに取り
組んでもらえる。

報告書を基に、改
善点等を協議

奈良市運動習慣
づくり推進協議会

年10回は、協議会
でウォーキングを実
施

毎月の下見、年10
回の活動報告書の
作成

年1回は健康増進課主催で、年10回を運動習慣づくり推進員協議会主催で「20日ならウォー
ク」を開催する。また、活動計画や評価について検討会議を行う。

平成２６年度から
の改善点

奈良市ポイント制度の導入により、参加者が倍増している。市の支援体制の強化を行う必要が
ある。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政） 互いに計画案を持
ち寄り、事業内容
や役割分担など年
間の活動計画につ
いて協議

年1回、共にウォーキ
ングを運営実施
年10回は、広報と参
加者申込受付、問い
合わせの対応

年1回の参加者数、
実施報告書の作成

事業概要
　運動習慣づくり推進員との協働で、毎月２０日に市内をウォーキングする。効果的なウォーキ
ング方法の啓発と運動習慣の定着を支援し、生活習慣病予防につなげる。

全体計画

　毎月２０日を「２０日ならウォークの日」と制定しウォーキングを始めるきっかけづくりや、ウォー
キングが習慣化できる環境を作る。
　ウォーキングマップを発行し、歩く環境を整える。
　運動習慣づくり推進員養成講座を開催し、新しい推進員を養成し、ボランティアの自主性が
発揮できる支援体制を作る。

達成目標

目　　標 運動習慣づくり推進員の自主的な運営

目標値

達成の手段 　運動習慣づくり推進員の育成と支援を行い、環境や体制づくりを行う。

実施の時期 毎月２０日 事業開始年度 平成１８年度

予算額 平成２７年度 514

関連計画等 奈良市２１健康づくり計画

協働の相手 奈良市運動習慣づくり推進員協議会 協働の形態 委託

２０日ならウォーク

保健所 健康増進課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

保健

健康づくりの推進



No. 40 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-06

施策 3-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

①回 数値① 63 69 65 70 71 70

②人 数値② 14.7 18.2 16.8 17.1 16.2 20

協働の効果
　食生活改善推進員による活動は市民同士の伝達となるため、健康情報が具体的であり、生
活に取り入れやすい。より多くの関係機関との協働を図ることができる。

報告書及び報告会
を基に改善点を協
議する

奈良市食生活改善
推進員協議会

地域活動以外での
食育講話内容の確
立と定着

活動報告書の作成
および報告会での
会員への周知

地域食育講話の継続実施。
妊婦対象の調理実習の支援。

平成２６年度から
の改善点

食育講話活動の定着のための体制づくりの充実を図る。また、既存事業を効果的に実践する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
活動の体制作りと
会員増加のための
体制整備

活動の後方支援

協議会からの意見
収集と報告書の確
認。活動報告会で
報告する。

事業概要
　食生活改善推進員が地域の身近な場所で健康づくりの講義や調理実習を行うことで食を通じた健康
づくりを推進する。

全体計画

　市民が適切な食習慣をもち、その継続を支援する人材として、食生活改善推進員の人材育成と活動
を支援する。
・地域活動の展開について食生活改善推進員が主体的に取り組むために、活動を検討する場を設定
する。
・食生活改善推進員新規入会者の数を増やすため、養成講座を共催する。
・食生活改善推進員活動の認知度を上げるため、活動の啓発をあらゆる場で実施する。

達成目標

目　　標 ①年度中の開催回数の増加　②1回当たりの参加者数の増加

目標値

達成の手段
　食生活改善推進員が地域の身近な場所で健康づくりの講義や調理実習を行う
ことで食を通じた健康づくりを推進する。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成５年度

予算額 平成２７年度 310

関連計画等 奈良市21健康づくりの推進、奈良市食育推進計画

協働の相手 奈良市食生活改善推進員協議会 協働の形態 委託

食生活改善地区組織活動推進事業

保健所 健康増進課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

保健

健康づくりの推進



No. 41 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-06

施策 3-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

件 数値 125,342 120,087 120,665 122,645

奈良市総合医療検査センターの運営

保健所 保健総務課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

保健福祉

健康づくりの推進

関連計画等

協働の相手 一般社団法人　奈良市医師会 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２３年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度

市（行政）

事業概要
　疾病の早期発見を主目的とし、各種検診業務とそれに付随した検体検査業務、さらに疾病
予防の観点から検診データを有効利用した事後の栄養指導及び運動指導を行う。また健康
増進事業として健康講座の開催等を行う。

全体計画

指定期間：平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日
開館時間：月曜から金曜９時～１７時、土曜９時～１２時
休館日：日曜、祝日、年末年始１２月３０日～１月５日
総合医療検査センターの業務内容：
　①検診事業・・・人間ドック、脳ドック、生活習慣病健診等
　②臨床検査事業・・・生化学検査、血液検査、尿検査等
　③健康増進事業・・・医師等の指導による生活習慣病の改善指導、その他の健康相談等

達成目標

目　　標 利用件数（巡回含む）の増

目標値

達成の手段
　事業の周知のため奈良市ホームページ、奈良市医師会のホームページ
に掲載して利用増を図る。

協働の効果
  奈良市医師会が指定管理者となっていることで、専門性の高い総合医療検査センターの事
業を効率的、適切に実施することが期待できる。

奈良市医師会

平成２７年度の
取組内容

平成２６年度から
の改善点

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

一般社団法人 奈良市医師会 

の総会を待って作成を行う。 



No. 42 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-06

施策 3-06-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

①回 数値① 1 1 1 1 1 6

②人 数値② 460 400 733 825 985 1000

奈良市食育つながるネット・奈良市食育推進会議　

保健所 保健総務課

総合計画上の
位置付け

保健福祉

保健

健康危機管理

予算額 平成２７年度 465

関連計画等 奈良市２１健康づくり

協働の相手 食育関係団体 協働の形態 事業協力

イベント等での食育
啓発ブースの共同

出展

交流会や講習会の
実施

イベント等について
参加を検討し、企

画を立案

実施の時期 通年 事業開始年度

事業概要
　第2次奈良市食育推進計画（平成２６年４月策定完了予定）に基づき市と住民ボランティア(奈
良市食生活改善推進員協議会）が協働して食育を推進する。
※食生活改善推進員協議会は奈良市食育推進会議の委員の一員

全体計画
　第2次奈良市食育推進計画に基づいて、市と奈良市食生活改善推進員協議会の協働事業
としての食育活動が広がることにより、第２次食育推進計画の目標達成をめざす。

達成目標

目　　標 ①協働による食育イベントの実施　②食育イベントの参加者数の増

目標値

達成の手段
　食育イベントの協働企画、実施により、食育推進会議委員を中心とした関
係機関・団体などのネットワークの構築に努める。

平成２０年度

協働の効果
　食育は市民運動としての取り組みとなることが重要で、そのためには住民と身近な存在のボ
ランティア団体である食生活改善推進員協議会と協働して推進することで、より目標達成に近
づくと考える。

評価結果により改
善項目を共有（一

緒に確認）
食生活改善

推進員協議会

イベント（すこやかフェスタ、食育実践者講習会、食育つながるネット交流会など）において、食
育つながるネット参加団体や食育推進会議委員などと協働・情報共有を行う。

平成２５年度から
の改善点

従来は食育推進会議委員である食生活改善推進員協議会のみとの協働であったが、今年度
からは食育つながるネット事業を開始することで、協働相手を広く募っている。

平成２６年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
参加者数や来場者
の反応などの評価
項目を共有（一緒

に確認）

イベント等について
協働実施者を募集



No. 43 事業名

部名 課名

章 第3章

基本施策 3-06

施策 3-06-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

－ 数値 － － － － 10人増加 継続

医療相談事業「春うらら会～神経難病患者・家族の集い」

保健所 保健予防課

総合計画上の
位置付け

福祉のまちづくり

保健

健康危機管理

関連計画等

協働の相手 奈良市難病ボランティア「コパン」 協働の形態 事業協力

患者支援が行える
ような活動をしてい
く

実施の時期 年５回 事業開始年度 平成１６年度

予算額 平成２７年度 0

ボランティアミー
ティングへの参加

事業概要
　難病患者・家族が情報を交換し、仲間作りをすることで意欲的な療養生活が送れるよう、ボラ
ンティアと協働による集いの場を実施する。

全体計画
　当事者や家族の集う場を設け、お互いに支えあっていくことにより主体的な療養生活・闘病
意欲・介護意欲が向上することを図るとともに、当事者自ら楽しみや生きがいをみつけ、生活意
欲と生活の質の向上を図る。ボランティアには事前調整をした上で会の運営に協力を得る。

達成目標

目　　標 継続的に難病患者の意欲的な療養生活を支援する

目標値

達成の手段
　常時、うらら会の方向性をボランティアや患者・家族と協議しながら運営す
る。

新ボランティアと旧ボラ
ンティアが協力し活動で
きるように支援する。

難病患者家族、
パーキンソン病患
者会の参加者数及
び支援内容

ボランティアの連絡
体制の確保

ボランティアの参加
者数及び活動内容

午前の会の担当、
午後の会の担当を
決め、偏らないよう
に調整する。

協働の効果

　難病患者が地域でいきいきと生活するためには、地域住民の理解と協力が不可欠である。そ
のためには難病患者の集いを行政だけで実施するのではなく、ボランティアと協働することで、
患者は身近な仲間という関係ができ、ボランティアは患者との相互理解を深めることができる。
そして、会を通じて対等なパートナーシップが構築されて、ひいてはボランティアの地域住民
への関わりにより、ノーマライゼーション思想の普及啓発に繋がる。

ボランティア 患者会への参加

新たに養成したボランティアが継続して難病患者の支援が行えるよう見守り支援を行う。

平成２６年度から
の改善点

ボランティアメーリングリストによる連絡体制の確立

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 44 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 － 0 1 0 0 1

平成２６年度から
の改善点

　昨年度は開催していない。目的は共有しているがそれ以外についても意見統一等を図る。

協働の効果
　講演会を実施し、建築物の安全性について適正な知識・情報を市民に提供することにより、
改めて耐震化の必要性を理解してもらう。

　後援の妥当性の
協議

ＮＰＯ法人
ＬＳＯ

　チラシの作成及
び講演会開催

　活動報告書の提
出

　団体内部での協
議

　しみんだよりに講演会の開催の記事を掲載する等の広報

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
　後援依頼を受け、
講演の内容及び工
法の方法等を打合
せ

　広報の援助及び
当日の参加・補助

　活動報告書の確
認

事業概要
　阪神・淡路大震災を教訓に、今後予想される巨大地震に備え、建築物の安全性について適
正な知識・情報を市民に提供するとともに、建築物の損傷・倒半壊を未然に防止するための耐
震改修工事等、耐震対策の必要性を伝える。

全体計画
　ＮＰＯ法人が奈良市の後援を受けて、耐震に関する相談会(奈良市が行っている耐震診断及
び耐震改修工事補助事業の説明)、講師による震災や耐震工事に関する講演会を開催する。

達成目標

目　　標 講演会開催回数

目標値

達成の手段 　しみんだより・自治会への案内等で広報する。

実施の時期 申し出により随時 事業開始年度 平成２２年度

予算額 平成２７年度 0

関連計画等 奈良市耐震改修促進計画

協働の相手 ＮＰＯ法人 LSO 協働の形態 後援

住まいの耐震化のすすめ

都市整備部 建築指導課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心(防災・消防・防犯・交通安全）

総合的な危機管理



No. 45 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

％ 数値 83 83 80 76 75 92

協働の効果
　自助、共助、公助それぞれの役割を示し、それらが互いに連携し協働することにより、市民と
行政が一体となって地域防災力を高められる。

事業の改善点につ
いての協議

自主防災組織 自主防災防犯活動
事業計画書、決算
報告書の提出

自主防災防犯組織に自主防災防犯組織活動交付金を交付し、防災訓練、研修会、講習会の
支援を行う。必要があれば、防災訓練や防災防犯講演会に職員を派遣する。

平成２６年度から
の改善点

自主防災防犯組織に対して更なる活動支援を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画に
ついて協議

自主防災防犯活動
の支援

事業計画書、決算
報告書の確認

事業概要
　自主的な防災・防犯体制の充実を図るため、自主防災・防犯組織の活動に関する事業に要
する経費として、防災訓練の経費や、研修会、講習会、防災防犯備品の整備など活動の資金
援助として交付金を交付する。

全体計画
　地球環境の変化にともない、災害も多様化、大規模化の傾向にある自然災害に対し、地域
の自主的な防災・防犯力として、地域での相互連携・協力による組織的な災害や犯罪の防止・
抑止活動を支援する。

達成目標

目　　標 防災訓練の実施率

目標値

達成の手段
　「まちかどトーク」等を通じ、地域へ出向いて防災・防犯意識の喚起と涵養を促し、自助・
共助で安全・安心な地域づくりに向け、地域住民が協働する訓練として実施の促進を図
る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度

予算額 平成２７年度 18,825

関連計画等

協働の相手 市民、自治会（自主防災組織） 協働の形態 補助・助成

自主防災防犯組織活動交付金

市民生活部 危機管理課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心（防災・消防・防犯・交通安全）

総合的な危機管理



No. 46 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

一人当たり
訪問回数 数値 1.07 1.2 1.3 1.3 1.74 1.3

独り暮らし高齢者世帯防火訪問

消防局 予防課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心

消防・救急救助体制の充実

関連計画等

協働の相手 奈良市女性防災クラブ 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 昭和４６年１１月

予算額 平成２７年度 30

事業概要 　７０歳以上の独り暮らし高齢者世帯を対象に防火訪問を実施している。

全体計画
　高齢化社会が進み、高齢者の独り暮らしが今後さらに増えることが予測される。
　住宅火災による死者の割合は高齢者が半数を超えており高齢者にかかる防火対策を中心と
した住宅火災の発生防止及び被害の減少を図ることを目的として防火訪問を実施する。

達成目標

目　　標 女性防災クラブ員一人当たり訪問回数の増

目標値

達成の手段 　女性防災クラブ員による高齢者世帯の防火訪問実施

改善事項等につい
て意見交換を行う

市（行政）
７０歳以上の独り暮
らし高齢者世帯の
防火訪問を依頼

計画に基づく訪問
用チラシ等の作成

訪問実施結果表の
整理・集計

　市内の女性防災クラブのクラブ員が各クラブの地域の独り暮らし高齢者世帯の防火訪問を実
施する。

平成２６年度から
の改善点

女性防災クラブと協議を継続し事業の実施方法見直しを行う。

協働の効果
　地域に密着した女性防災クラブの活動により、高齢者家庭並びに地域の防火意識の高揚を
図ることが出来る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

改善事項等の意見
を集約し改善を検
討していく

奈良市
女性防災クラブ

地域の実情に応じ
訪問宅等を計画

７０歳以上の独り暮
らし高齢者世帯の
防火訪問を実施

訪問実施結果表の
提出



No. 47 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

年間回数 数値 1 1 3 2 3 3

幼年消防クラブの育成及び活動

消防局 予防課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心

消防・救急救助体制の充実

関連計画等

協働の相手 幼年消防クラブ 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 昭和６２年

予算額 平成２７年度 0

幼年消防クラブ

事業概要 　各幼年消防クラブにおいて実施する防火・防災啓発活動の協力を行う。

全体計画
　幼年消防クラブが独自で計画した行事への協力や幼年消防クラブが参加する「消防出初
式」「子ども文化財防火教室」等を開催し、幼年消防クラブ員が防火に対する正しい知識を身
につけ防火防災の意識の高揚を図る。

達成目標

目　　標 消防施設見学会・防火勉強会の回数の増

目標値

達成の手段 　幼年期に消防研修を行い防火に対する正しい知識を身につける。

消防出初式の参加、子ども文化財防火教室を実施し、幼年消防クラブ員が防火に対する正し
い知識を身につけ防火防災の意識の高揚を図る。

平成２６年度から
の改善点

活動内容見直しの為、話し合いの機会を設ける。

協働の効果
　地域に根ざした防火防災の意識を植え付け、幼年期の防火教育の高揚を図ることが出来
る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
消防出初式・文化
財防火教室等の内
容調整を図る

消防出初式・子ども
文化財防火教室等
の実施

各園より意見の集
約を行う

各園の意見に基づ
き来年度の事業の
内容の見直しを行
う



No. 48 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 3,566 3,269 3,271 2,929 2,617 3,100

応急手当講習の広報を継続して行う。各種イベントを通じて応急手当の展示と講習会の広報
を実施する。

平成２６年度から
の改善点

平成２６年度までの目標値は、「市民５人に１人（７２８１０人）が応急手当講習修了者となること」
であり、２６年度末で受講者数７1,878であるため新たに「市民４人に１人（９１０００人）が応急手
当講習修了者となること」に変更した。期間にあっては第４次総合計画後期計画終了の平成３
２年度までとする。

協働の効果
　応急手当の必要性について理解を得られることにより、実施率が向上し、結果救命率の向上
に繋がる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

評価結果から目標
達成方法を検討す
う。

市内居住者及び
市内勤務者通学者

市民だより等で確
認

講習会を受講 ー ー

市（行政）

市民だよりやホーム
ページ等の広報媒
体の活用及び自主
防災訓練等消防業
務時等に広報実
施。

計画的な広報に加
え積極的に広報し
受講を促進する。

受講状態を途中評
価し、受講を促進
する。

事業概要
　応急手当講習会を受講してもらうことにより、応急手当の必要性を認識していただき、病院前
救護体制の充実を図る。

全体計画

（１）　各種事業所・団体等に応急手当講習会の受講を推進する。
（２）　応急手当講習会実施の要請があれば、消防局は、日程及び受講者数による講師の人
員を調整し、講師を応急手当講習会へ派遣し実施する。
（３）　個人的に応急手当講習会の受講を希望される方にあっては、防災センターで実施して
いる定期講習会を受講していただく。
（４）　講師にあっては、消防職員(防災センター職員を含む）と、地域社会に貢献している消防
団員も講師として参加していただく

達成目標

目　　標 市民の４人に１人が応急手当講習修了者となること

目標値

達成の手段
　ホームページ等などを通じ応急手当の必要性を広報し、応急手当講習会
の実施を促す。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成６年

予算額 平成２７年度 687

関連計画等

協働の相手 市内在住・在勤者等 協働の形態 市民公募

応急手当普及啓発活動事業

消防局 救急課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心（防災・消防・防犯・交通安全）

消防・救急救助体制の充実



No. 49 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-03

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

台 数値 3,529 3,244 2,728 2,780 2,629 2,600

放置自転車ゼロ商店街計画

市民生活部 交通政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心（防災・消防・防犯・交通安全）

交通安全の確保

関連計画等

協働の相手 地元商店街 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２３年度

予算額 平成２７年度 0

事業概要
　商店街の方々の協力を得て、自転車等放置禁止区域内にある商店街に放置されている自
転車等の一掃をめざし、啓発活動を実施してもらう。

全体計画
　自転車等放置禁止区域内の各商店街において、通勤時間帯に自転車等が放置されやすい
場所において、啓発・巡視活動を行うとともに、放置された自転車等がある場合は、市と連携し
て移動させる。

達成目標

目　　標 市内放置禁止区域内の放置自転車等の減

目標値

達成の手段 　地道な巡回・啓発活動

事業改善点につい
て協議

市（行政）
年間の事業計画、
資料作成等

啓発物品の作成、
放置自転車等の情
報提供

活動報告の確認

Ａ<改善>

　市で、年間の事業計画や啓発物品を作成し、（社）奈良市商店街振興会と協議のうえ、関係
各商店街へ啓発活動の実施、参加等を呼びかける。また、（社）奈良市商店街振興会に放置
自転車等の情報を提供し、商店街と協力して、放置自転車等の移動をおこなう。

平成２６年度から
の改善点

　（社）奈良市商店街振興会とさらに連携をふかめ、放置自転車一掃のため啓発活動をさらに
推進していくように努める。

協働の効果
　駅前の自転車等放置禁止区域内にある商店街の道路から、放置自転車等を一掃させること
により、歩行者の安全を確保するとともに、商店街の活性化・まちの美観の維持向上に寄与で
きる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業の改善点につ
いて協議

商店街
年間の事業計画の
確認、修正

啓発活動の実施、
放置自転車等の通
報

活動報告書の提出



No. 50 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-03

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

台 数値 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360

奈良市自転車駐車場の運営

市民生活部 交通政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心（防災・消防・防犯・交通安全）

交通安全の確保

関連計画等 奈良市自転車駐車場条例

協働の相手 事業者（奈交サービス株式会社） 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 70,185

Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　市内の駅周辺における自転車等の駐車秩序を確立することにより、街の美観を維持するとと
もに、自転車利用者の駐車の利便を図る。

全体計画

指定期間：平成25年4月1日～平成30年3月31日
運営する施設：奈良市中筋自転車駐車場、奈良市高の原第一自転車駐車場、
　　　　　　　　　 奈良市高の原第二自転車駐車場、奈良市高の原第三自転車駐車場、
　　　　　　　　　 奈良市高の原第四自転車駐車場
自転車駐車場の業務内容：
(１)　駐車場の利用承認及び利用制限に関すること（使用料の収納に関することを含む）
(２)　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること
(３)　その他

達成目標

目　　標 自転車利用者の利便性を高め、道路交通の安全と円滑化を図る

目標値

達成の手段
　駅周辺の放置自転車の撤去を強化するとともに、駅周辺での自転車駐車
場の収容台数の増強、新たな自転車駐車場を整備する。

Ａ<改善>

市（行政）

事業計画書の作成

協働の効果
　自転車駐車場の運営管理が効果的・効率的に行われており、各施設間（５箇所）で均一な
サービスの提供を行うことができる。

事業の改善点につ
いて協議

事業者
（関西美建株式会社）

駐車場の管理運営
及び使用料の徴収

月報の確認・事業
報告書の提出

　自転車利用者の利便性を高めるとともに、放置自転車の解消及び駅前の美観保持に努め
る。

平成２６年度から
の改善点

駐車場との連絡調
整及び事務

月報の確認・事業
報告書の確認

特になし

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 51 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-01

施策 4-01-04

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

①回 数値① 17 10 9 11 7 24

②回 数値② 461 482 450 267 232 600

地域防犯活動推進事業

総合政策部 危機管理課

総合計画上の
位置付け

生活環境

危機管理と地域の安全・安心（防災・消防・防犯・交通安全）

防犯力の充実

関連計画等 奈良市安全安心まちづくり基本計画

協働の相手 市民・自治会・事業者 協働の形態 事業協力

事業概要
　奈良市安全安心まちづくり基本計画により、奈良市、警察、学校、自治会などの関係機関・
団体との協働により、全ての市民が安全安心して快適な生活ができるまちづくりの実現を目指
す。

全体計画
　奈良市安全安心まちづくり基本計画に基づき、市民の防犯意識の高揚を図るための防犯講
演会・教室や青色防犯パトロールの実施などにより、市民が安全で安心して快適に暮らせるま
ちづくりの事業を推進する。

達成目標

目　　標 ①防犯教室等　　②青色防犯パトロール回数

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２１年度

予算額 平成２７年度 706

協働の効果
　防犯パトロールの実施や、防犯対策等を推進啓発することで防犯意識が向上され市民と協
働して安全・安心して快適に生活できるまちづくりができる。

事業の改善点につ
いて協議

自治会、自主防犯
組織、事業者等

・防犯教室の募集
・青色防犯パトロー
ルの実施

市民一人ひとりの防犯意識を高めるため、自治会や自主防犯会等と協働で、防犯講演会及び
防犯教室の実施、しみんだよりで防犯に関する記事掲載を行う。また、青色防犯パトロールに
より市内一円の見回りを行い、啓発を行う。

平成２６年度から
の改善点

犯罪状況などの情報を市民にわかりやすくホームページに掲載し、啓発を図る。
また、それぞれの活動と市が協働していくために、活動内容の把握に努める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>
・防犯教室の募集
・青色防犯パトロー
ルの実施
・講演会の実施 防犯教室・青色防

犯パトロールの実
施回数の確認

Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画に
ついて協議

目標値

達成の手段
　防犯講演会・防犯教室での防犯啓発活動・青色防犯パトロールによる見
回り等（青色回転灯公用車台数27台・学校21台・公民館26台）



No. 52 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-02

施策 4-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

－ 数値 － － － － - -

奈良市地球温暖化対策地域協議会

環境部 環境政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

環境保全

環境にやさしい社会の構築

関連計画等 地球温暖化対策の推進に関する法律　第26条第1項

協働の相手 市民・NPO・事業者など 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２１年度

予算額 平成２７年度 666

事業概要
　市民（個人・団体）、NPO、事業者、学識経験者、行政などが対等な立場で和をもって協議を
行い、パートナーシップにより地球温暖化対策等の活動を推進し、環境（エコロジー）も経済
（エコノミー）も持続可能な社会をめざす。

全体計画

　地方公共団体、環境NPO、市民団体、事業者、学生等の各界各層が構成員となり、連携し
て、日常生活で出来る温室効果ガスの排出抑制に向けての取り組みについて協議し、具体的
な対策（ﾘﾃﾞｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙの３R推進や環境家計簿等の省エネ推進、環境出前講座など
の環境教育、公共交通機関の利用促進）を実践する。

達成目標

目　　標 民生家庭部門における温室効果ガス削減

目標値

達成の手段 　広報活動や環境講座・社会実験の実施

　市民・事業者に対して、省エネ、３R推進、公共交通利用促進に向けた地球温暖化対策の啓発活動
等を行う。
また、環境に関するさまざまな分野における出前講座の実施など環境教育の推進に取り組む。

平成２６年度から
の改善点

　あまり活動に参加していない会員に対し、活動に参加してもらえるよう魅力的な活動を展開するととも
に、情報発信等、会員の参加を促す取組を行う。

協働の効果 　協働することにより、より幅の広い活動を行うことができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

奈良市地球温暖
化対策地域協議
会（市民・事業
者・行政など）

各プロジェクトごと
に事業内容を協議

各プロジェクトごと
に事業を実施

各プロジェクトにお
ける活動報告

事業の改善点につ
いて協議



No. 53 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-02

施策 4-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

クラス 数値 111 103 101

ＥＣＯキッズ！ならの子ども

環境部・学校教育部 環境政策課・学校教育課

総合計画上の
位置付け

生活環境

環境保全

環境にやさしい社会の構築

関連計画等 奈良市環境基本計画

協働の相手 市民・市民団体等 協働の形態 委託

実施の時期 通年 事業開始年度 平成25年度

予算額 平成２７年度 1,342

施策・事業の実施

子どもたちの行動
化の定着

次年度に向け、プ
ログラムの見直し

事業概要
　次世代を担う子ども達に環境問題や省エネ・節電などライフスタイルに対する気づきを与え、
環境保全を推進する人材を育成するため、市立全小学校3年生を対象に、地球温暖化防止
や省エネなどの環境に関する出前授業を行う。

全体計画
　環境に対する専門知識や経験を有する市民や市民団体を講師として派遣し、市立全小学校
3年生に出前授業を行う。事業実施に際しては、講師からの実施報告や情報交換等の場を設
け、講師と連携を取りながら実施する。

達成目標

目　　標 市立全小学校3年生への実施

目標値

達成の手段 　広報活動や環境講座・社会実験の実施

環境教育に専門知識を有し、日頃から出前講座を経験している市民団体等を講師として迎え、市の共通プログラ
ムである省エネルギーや地球温暖化防止など環境に関するカリキュラムと、講師独自で開発したカリキュラムを個
別プログラムを組み合わせ、市立小学校３年生全クラスに対し、出前授業を実施する。
　また、出前授業実施後に、定着を図るため振り返りとして、エコライフに関する６つの項目について家庭で取り組
むエコチャレンジを実施する。

平成２６年度から
の改善点

夏・冬の節電を意識し夏・冬休み前に授業を行い、出前授業実施後に、定着を図るため振り返
りとして、エコライフに関する６つの項目について家庭で取り組むエコチャレンジを夏・冬休み
に実施する。

協働の効果
　教育現場に教員以外の講師を派遣することで、子ども達と地域の人々とのコミュニケーション
が生まれるとともに、環境保全に対する興味や意識が向上することが期待される。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

協働の相手
教育委員会・市立
小学校・市民団体
講師

教育委員会・市立
小学校・市民団体
講師

市（行政） 年間事業計画



No. 54 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-02

施策 4-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

回 数値 2 3 1 1 2 2

奈良市環境審議会

環境部 環境政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

環境保全

環境にやさしい社会の構築

関連計画等 奈良市環境基本条例、奈良市環境基本計画

協働の相手 市民・学識経験者・事業者等 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成6年度

予算額 平成２７年度 407

年間事業計画 施策・事業の実施

平成27年度は2度の審議会を開催し、環境基本計画推進会議及び環境教育推進会議での取
組や評価結果を審議する。

事業概要
　奈良市環境基本条例に基づき、市民・学識経験者・事業者等で構成される奈良市環境審議
会を設置し、環境の保全と創造に関する基本的事項について調査審議する。

全体計画
　奈良市の環境保全に関する事業について報告を行うとともに、審議会委員による審議を行
う。

達成目標

目　　標 定期的な会議の開催

目標値

達成の手段 　必要な情報共有を行いながら、、毎年定期的に会議を開催する。

平成２６年度から
の改善点

本来の目的である、本市環境政策全般に関する審議を継続する。

協働の効果
　奈良市の環境行政に対する市民・事業者等の意見を聴取する場となり、施策・事業に市民・
事業者等の意見を反映させることができる。

事業の推進状況
の点検及び評価

事業の推進方策
の検討及び協議

奈良市環境審議
会

- -
平成２７年度の

取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 55 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-02

施策 4-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

回 数値 1 3 3 3

奈良市環境基本計画推進会議

環境部 環境政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

環境保全

環境にやさしい社会の構築

関連計画等 奈良市環境基本条例、奈良市環境基本計画

協働の相手 市民・事業者等 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成24年度

予算額 平成２７年度 172

年間事業計画 施策・事業の実施

計画の推進状況の
点検及び評価

事業概要
  市民・事業者等から成る奈良市環境基本計画推進会議を設置し、「奈良市環境基本計画
（改訂版）」を総合的かつ効果的に推進する。

全体計画
  望ましい環境像の実現に向けて取り組んでいる市の施策の推進状況について点検・評価を
行うとともに、基本計画の推進方策の検討及び協議を実施し、市民、事業者、行政の連携・協
働による基本計画の推進を行う。

達成目標

目　　標 定期的な会議の開催

目標値

達成の手段 　必要な情報共有を行いながら、毎年定期的に会議を開催する。

協働の効果
  環境基本計画推進会議による外部の点検・評価、計画の推進方策の検討・協議を行うこと
で、PDCAサイクルに沿った計画の進行管理を実施することが期待できる。

計画の推進方策の
検討及び協議（施
策・事業・指標・目
標値の見直し）奈良市環境基本

計画推進会議
- -

 会議を3回実施し、環境関連施策の平成26年度実績に対する評価を行う。評価結果について
は、冊子「奈良市の環境」への掲載、ホームページでの公開のほか、関係課へ報告する。ま
た、基本計画の見直しに関する検討を行う。

平成２６年度から
の改善点

平成26年度に議論した評価方法について、見直しを反映している。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 56 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-02

施策 4-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

回 数値 1 2 2 3

奈良市環境教育推進会議

環境部 環境政策課

総合計画上の
位置付け

生活環境

環境保全

環境にやさしい社会の構築

関連計画等 奈良市環境基本計画、奈良市環境教育基本方針

協働の相手 市民・事業者等 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成24年度

予算額 平成２７年度 172

年間事業計画 施策・事業の実施

環境教育関連施策
の推進状況の点検
及び評価

事業概要
  市民・事業者・市（教育委員会も含む）等から成る奈良市環境教育推進会議を設置し、市
民、地域、学校、市民活動団体及び事業者と連携した協働による環境教育を総合的かつ体系
的に推進する。

全体計画

  市、市民活動団体、事業者等が携わっている環境教育に関連する取組の実施状況につい
て把握し、市の事業計画についてアドバイスを行うとともに、環境教育に取り組む各主体間の
連携・協働を図りながら、環境教育プログラムの企画・開発及び人材育成等について検討す
る。

達成目標

目　　標 定期的な会議の開催

目標値

達成の手段 　必要な情報共有を行いながら、毎年定期的に会議を開催する。

協働の効果
  環境教育については、各主体において個別に実施されている状況であることから、市民、市
民活動団体、学校、事業者及び市（教育委員会）の協働により、環境教育が地域や学校で定
期的に実践されるような仕組みづくりにつながることが期待される。

計画の推進方策の
検討及び協議

奈良市環境教育
推進会議

事業計画へのアド
バイス

-

推進会議を2回開催し、環境教育の取組を推進するために、それを担う人材を育成するための
組織体制や手法について協議を行った。

平成２６年度から
の改善点

地域での環境教育ネットワークの仕組みづくりの第一歩として、環境教育推進員を募集した。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 57 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-03

施策 4-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

団体 数値 44 48 55 60 60 64

アダプトプログラム推進事業「さわやかクリーン奈良」

市民活動部
協働推進課（関係課：管財課、公園緑地課、土木管理課、道路維
持課、河川課他）

総合計画上の
位置付け

生活環境

生活・環境衛生

環境美化の推進

関連計画等

協働の相手 自治会・ボランティア団体・事業者等 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 1,674

事業概要
　市民の方々による身近な道路、河川等の公共施設の美化活動を通して地域コミュニティの再
生を図る。

全体計画
　自治会・ボランティア団体・事業者等から美化ボランティアを募り、各団体は活動人数、活動
内容、活動区域などを決めて参加申込書を提出する。市はその内容を審査し、適当と認めた
場合は団体と合意書を締結し、その美化活動を支援する。

達成目標

目　　標 活動団体数の増

目標値

達成の手段
　事業を周知するためのホームページの充実、アダプトだよりの配付等によ
り、継続的に増加を図る。

団体内で協議

市（行政） 年間の事業計画
活動団体の募集
美化活動の支援
活動に参加

活動報告書の確認
意見・要望の整理

　ホームページやしみんだよりに美化ボランティア募集の記事を掲載するとともに、パネル展示
などを行い、美化ボランティア団体の募集を随時行う。 また、 活動に参加する等して集めた団
体の声を基に、今後の支援内容を検討する。

平成２６年度から
の改善点

　平成２６年度に実施した意見交換会やアンケート結果を基に、参加団体の声を支援内容に
反映するための検討を行う。

協働の効果

　市の道路・河川等の美化を市民の方々に担っていただくことで、「自分たちのまちは自分た
ちできれいにしよう」という意識が芽生え、地域コミュニティの再生につながる。市の支援は最小
限に留めることで、ボランティア意識の醸成や、将来的には市の経費削減にもつながることが
期待できる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業の改善点
について協議

自治会・ボランティア
団体・事業者等

年間の活動計画 美化活動 活動報告書の提出



No. 58 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-03

施策 4-03-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,500

市（行政）
前年の反省点を踏
まえ、課題の解決
に向けた実施計画
を協議する。

ごみ収集・運搬 ゴミの回収の確認

協働の効果
　佐保川沿いの環境維持に努めるとともに、不法投棄・ポイ捨て等の啓発・周知に繋がってい
る。

より多くのボランティ
アへの参加者を募
るため、事業内容
を検討していく。佐保川清掃

対策委員会
美化活動 活動実績の報告

地域住民のボランティア活動による佐保川の美化活動を推進するため、前年に引き続きごみ
の収集・運搬処理の支援を行う。

平成２６年度から
の改善点

より多くの方々へのボランティア活動の参加が図れるよう積極的な支援を行っていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

事業概要 　地域住民の方々のボランティア活動により佐保川の美化活動を行う。

全体計画
　自治会・消防団・ＰＴＡ・学生が参加して、清掃活動を行う。県・市は、ごみの収集・運搬処理
を行う。

達成目標

目　　標 美化活動への参加人数

目標値

達成の手段
　地域住民・県・市協働により佐保川清掃を実施することにより、市民への
美化意識を高めるとともに地域住民のふれあいを一層深めていく。

実施の時期 春 事業開始年度 －

予算額 平成２７年度 0

関連計画等

協働の相手 佐保川清掃対策委員会 協働の形態 事業協力

佐保川清掃

環境部 まち美化推進課

総合計画上の
位置付け

生活環境

生活・環境衛生

環境美化の推進



No. 59 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-03

施策 4-03-02

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

枚 数値 848 1,122 797 720 681 1,000

人と動物がともに暮らせるまちづくり事業

保健所 生活衛生課

総合計画上の
位置付け

生活環境

生活・環境衛生

生活・環境衛生の向上と増進

関連計画等

協働の相手 自治会 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１５年度

予算額 平成２７年度 81

事業概要
　各自治会と連携を持つ中で、動物の適切な飼い方に関するポスターの配布活動を展開す
る。その上で、地域内での動物にかかわる迷惑行為防止の取り組みについて、意見交換でき
る場を設けていく。

全体計画

　奈良市自治連合会を通して各自治会と連携を持ち、それぞれの動物にかかわる悩みや問題
点を整理する中で、奈良市作成の適切な動物の飼い方に関するポスターの配布活動に協力
を求める。その上で、各種迷惑行為防止の取組みについて検討する場を設け、有効な取組み
については奈良市全体に情報発信するなど、人と動物がともに暮らせるまちづくりを推進する
取組みを自治会と協働で構築する。

達成目標

目　　標 ポスター掲示枚数

目標値

達成の手段
　各自治会への定期的な協力依頼としみんだより・ホームページによる広
報活動を継続して行う。

ポスター内容等に
関する改善提案

市（行政） 年間計画の策定
ポスターの配布及
び相談対応

要望の整理

Ａ<改善>

平成26年度に引き続きポスターを配布することで、自治会からの要望に考慮して事業を進めて
いく。

平成２６年度から
の改善点

耐光性インク、UＶフィルム、配色を変更する等工夫して、自治会からの要望に考慮して事業を
進める。

協働の効果

　市と自治会がともに動物にかかわる迷惑行為防止等の取り組みを行うことにより、「動物の適
切な飼い方」に対する意識を高め、人と動物がともに暮らせるまちづくりの推進が図られる。
　又、上記取組みを継続して展開することにより、将来的にはしつけ教室の開催や動物愛護推
進員の養成など活動の裾野を広げることができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

問題定義、改善案
の策定

自治会 －
ポスター掲示及び
相談

ポスターの内容や
効果に関する評価



No. 60 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-04

施策 4-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人/回 数値 6,000人/2回 6,000人/2回 8,000人/2回 4,000人/1回 3,000人/1回 8,000人/2回

環境フェスティバル､ならクリーンフェスタ

環境部 企画総務課

総合計画上の
位置付け

生活環境

廃棄物処理

一般廃棄物の処理

関連計画等
奈良市一般廃棄物処理基本計画　（H18年３月策定）
基本方向１:ごみの発生･排出を減らす　基本方向２:市民･事業者の力で資源の循環を生み出す
平成２１年度奈良市一般廃棄物処理計画　③処理計画　(１)ごみ処理の実施計画

協働の相手 市民･市民団体･奈良市手をつなぐ親の会 協働の形態 共催

実施の時期 通年 事業開始年度 平成６年度

予算額 平成２７年度 198

事業概要
　全国的に制定されている環境月間や３Ｒ (スリーアール) 推進月間などの契機に､本市の取り
組みとして廃棄物に関する問題意識の高揚とごみ減量･リサイクル促進の必要性を訴えるた
め､啓発活動の一環として開催する｡

全体計画

　６月に環境フェスティバル､１０月にならクリーンフェスタを開催し､催事として市民の出店によ
るフリーマーケット､協力団体等による３Ｒ啓発ブース､パネルによるごみ減量･リサイクルの広
報､小中学生を対象に募集を行なったポスターへの表彰､リサイクル肥料の無料配布や福祉団
体によるリサイクル家具の販売等を行なうことによりごみ減量･リサイクルについて啓発を行なう｡

達成目標

目　　標 イベントへの参加者数の増加

目標値

達成の手段 　ホームペ－ジ･広報紙等により市民参加の継続的増加を図る｡

Ｐ<計画> Ｄ<実行>

平成２５年度から
の改善点

　更なるごみ減量を進めていくために､新たな団体等も招くようにし､フェスティバル
内にて共同でごみ減量について啓発を行なっていく｡

Ｃ<評価>

市民 フリーマーケット応募 －

市民団体

イベント開催

協働の効果
　イベントの共同開催を通じて､ ｢ものを大切にする意識の高揚｣ を培い､３Ｒ活動を進め､ごみ
減量化の啓発を行なう｡
　更にごみ減量化の推進は､経費の削減につながる｡

－

奈良市手をつなぐ親の会 － － －

　しみんだより及びホームページ等を用いてフリーマーケット出店者を公募して多数の応募から
抽選を行ない､市民団体には準備段階から関わっていただく｡
　イベント当日は当選した市民へフリーマーケットのスペースを提供し､市民団体には各々の特性
を生かした３Ｒへの啓発を展開する｡
　また､奈良市手をつなぐ親の会においては会場にてリユース (再使用) 家具並びにリサイクル自
転車の販売を行なう｡

平成２７年度の
取組内容

Ａ<改善>

市（行政）
広報 会合時に催事を省みて意見を吸い上

げる｡
また検討すべき改善点があれば次回
へ反映させる｡

イベントの開催及び催
事内容について協議

催事の実施



No. 61 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-04

施策 4-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 380 560 597 600

平成２６年度から
の改善点

　平成２５年度より公民館等との協働開催を実施しており、平成２６年度からは参加者が聞いて
いるだけではなく、主体的に参加いただき、ごみの減量・３Ｒの促進に取り組んでもらえるように
しており、平成２７年度も継続していく予定である。

協働の効果

　奈良市内の公民館を回り、ごみの分別・減量や３Ｒの実践活動を広報する講演会を開催して
いく予定である。奈良市の職員は行政の視点から説明をし、協働の相手である「ごみ懇談会」
から出席いただいた講師は市民の視点から説明をし、より多角的な視点から講演会を開催で
きると思われる。

ごみ減量キャラバン

環境部 企画総務課

総合計画上の
位置付け

生活環境

廃棄物処理

一般廃棄物の処理

関連計画等

協働の相手 ごみ懇談会等 協働の形態

平成２７年度の
取組内容

市（行政）

年間の活動計画に
ついて事前に協議

事業協力

達成の手段
　ホームページやしみんだより等の広報物により、講演会の参加の呼びかけや、リ
ユース団体や減量のアイデアを広報し、市民参加の継続的増加を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２４年度

予算額 平成２７年度 285

事業概要
　啓発活動により、より多くの市民に、廃棄物の問題を認識してもらい、ごみの減量･３Rの促進
に取り組んでもらう｡

全体計画
　奈良市内の公民館を回り、ごみの分別･減量や３Rの実践活動の広報する講演会を開く。ま
た、市民からリユース団体やごみ減量のアイデアを募集し、それらを基に広報を行う。

達成目標

目　　標 講演会の参加者の増

目標値

啓発活動の実施
次回の事前協議時に意見を吸い上げ
る。検討すべき改善点があれば次回へ
反映させる。

ごみ懇談会等

　奈良市内の公民館を回り、ごみの分別・減量や３Ｒの実践活動の広報する講演会を開催して
いく。また、参加者による口コミ等も利用し、市民によるごみ減量のアイデアを募集し、活用して
いく。

Ａ<改善>Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>



No. 62 事業名

部名 課名

章 第４章

基本施策 4-04

施策 ４－０４－０１

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

ｋｇ 数値 6717.6

陶磁器製食器類リユースリサイクル事業

環境部 企画総務課

総合計画上の
位置付け

生活環境

廃棄物処理

一般廃棄物の処理

関連計画等

協働の相手 関西ワンディッシュエイド協会 協働の形態 委託

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２７年度

予算額 平成２７年度 2,500

事業概要
回収拠点（コープおしくま）・奈良市が指定する場所にて、「もったいない陶器市」を開催する。
「もったいない陶器市」は、家庭で不用になった陶磁器製食器類を陶器市に持ち込んでもら
い、その際に気に入った食器があれば持って帰ってもらうというものである。

全体計画
回収拠点（コープおしくま）・奈良市が指定する場所にて「もったいない陶器市」を開催する。開
催予定回数は、回収拠点（コープおしくま）１２回、奈良市が指定する場所で４回程度開催する
予定である。

達成目標

目　　標 陶磁器製食器の回収量の増加

目標値

達成の手段
ホームページやしみんだより等の広報物により、「もったいない陶器市」の
認知度を高めることにより、回収量の増加を図る。

協働の相手

回収拠点（コープおしくま）・奈良市が指定する場所にて「もったいない陶器市」を開催する。開
催予定回数は、回収拠点（コープおしくま）１２回、奈良市が指定する場所４回程度開催する予
定である。

平成２６年度から
の改善点

協働の効果
この事業を実施することにより、従来廃棄物となっていた陶磁器製食器類がリユース・リサイク
ルに有効活用されることで、効率的なごみ減量が実現できるとともに、市民の環境意識の向上
の場としての役割も担うことができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画に
ついて事前に協議

「もったいない陶器
市」の実施

「もったいない陶器市」を開催していく過
程で発生してくる改善点を取りまとめ、
協議の場にて話し合い、次回以降の
「もったいない陶器市」に反映させる。



No. 63 事業名

部名 課名

章 第4章

基本施策 4-04

施策 4-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

－ 数値 － － － － - -

協働の効果
　市民等との協働により多面的な考えを反映することが可能となり、地域の活性化に寄与する
と共に、地域住民の理解と協力が得やすくなる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
クリーンセンター
の建設計画の進
捗状況などを双
方で確認する

地元との協議を進
める

策定委員会
候補地周辺の
方々の委員会参
画を図る

　建設候補地を１ヶ所に絞り込んだことから、クリーンセンター建設について一定の理解が得ら
れるように丁寧に説明していくと共に、候補地周辺の方々に説明するための資料作成を行う。
また、策定委員会を開催し、クリーンセンター建設計画を進める。

平成２６年度から
の改善点

　平成26年度に策定委員会の委員構成を見直し、候補地周辺の方々からの策定委員会への
参画に努めている。また、候補地周辺の方々に説明するための資料作成として、施設基本計
画等の策定に取り掛かった。

策定委員会を開
催する

各検討課題等の
進捗状況を確認
する

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 40,150

事業概要
　市民のより良い生活環境の形成をめざし、計画的かつ効率的にクリーンセンターの建設を推
進する。

全体計画

　学識経験者、自治連合会の代表、市民から公募した者等が参画した「奈良市クリーンセン
ター建設計画策定委員会」において、移転建設計画（用地の選定を含む。）の諸事項につい
て協議・検討いただきながら、奈良市として循環型社会の形成を図る施設の建設をめざし、環
境影響評価、測量・地質調査や道路予備設計などを行い、施設の移転建設を進めていく。

達成目標

目　　標 クリーンセンターの建設を完了し、施設稼動をめざす

目標値

達成の手段
　建設候補地を１か所に絞り込んだことから、地元住民と十分な協議調整を
行い、環境にやさしく、地域の発展に貢献できる施設の建設をめざす。

関連計画等

協働の相手
市民から公募した者、自治連合会の
代表者、学識経験を有する者等

協働の形態 実行委員会・協議会

クリーンセンター建設計画策定事業

環境部 クリーンセンター建設準備課

総合計画上の
位置付け

生活環境

廃棄物処理

一般廃棄物の処理



No. 64 事業名

部名 課名

章 第5章

基本施策 5-02

施策 5-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

団体 数値 2 1 2 1 1 3

まちかど景観発掘隊

都市整備部 景観課

総合計画上の
位置付け

都市基盤

景観

奈良らしい景観の形成

関連計画等 景観計画（H22.4.1施行）

協働の相手 自治会・ボランティア団体 協働の形態 市民公募／情報提供・情報交換

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２２年度

予算額 平成２７年度 171

まちづくりの団体

事業概要
　私たちの住む街角にある、ちょっとした素晴らしい景観や心温まるような風景など、まちあるき
を通じ、発掘、紹介していただく。

全体計画
　自治会やボランティアからまちかど景観発掘隊を募り、各団体は自らまちあるき計画を立て、
まちあるきを通じて健康を得るとともに素晴らしい景観情報を市に提供していただく。市はこれ
をホームページ掲載や、情報誌掲載、またシンポジウムでの発表などにつなげる。

達成目標

目　　標 活動団体数の増

目標値

達成の手段
　ホームページ、しみんだよりへの掲載や自治連合会への依頼等により、
継続的に増加を図る。

   市民団体との協働において、奈良市の観光スポットから外れたわが街のすばらしい景観の
発掘ワークショップを行ない、景観に対する意識を高める。

平成２６年度から
の改善点

参加者に高齢者の方々が多かったので、まちあるきコースの距離等を考慮する。

協働の効果
　わが街のちょっとした素晴らしい景観を探し、発掘していただくことを通じ、古都奈良の美しい
景観を守る意識を高めていただく。皆さんで活動することで地域コミュニティの再生にもつなが
る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
発掘隊(まちあるき)
の実施計画につい
て協議

市民と一緒にまち
あるきを行い街かど
景観を発見する
ワークショップをお
こない、景観に対
する意識を高めて
もらう。

参加者の意見等か
らの分析

意見等から改善に
向けて協議



No. 65 事業名

部名 課名

章 第5章

基本施策 5-02

施策 5-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

団体 数値 19 23 31 30 29 50

違反広告物を出さない街づくり推進団体

都市整備部 景観課

総合計画上の
位置付け

都市基盤

景観

奈良らしい景観の形成

関連計画等

協働の相手 自治会・2名以上のボランティア団体 協働の形態 市民公募

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１６年度

予算額 平成２７年度 363

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要
　古都奈良にふさわしい景観となるよう、道路などに掲出された違法な簡易広告物を市民の
方々に除却していただき、その活動を通じて地域の景観を守る意識を高めていただく。

全体計画
　自治会や2名以上のボランティアから違反広告物追放推進員を募り、各団体は自ら活動計画
を立て、活動後、除却場所や数量を報告。市はその除却物の公示後処分を行う。

達成目標

目　　標 活動団体数の増

目標値

達成の手段
　ホームページ、しみんだよりへの掲載や自治連合会への依頼等により、
継続的に増加を図る。

平成２６年度から
の改善点

　年々、違反広告物が減少傾向にある一方で、団体数の増加が困難となっている。違反広告
物の除却活動から掲出させない活動への意識改革を図る。

協働の効果
　古都奈良の美しい景観を守るため、駅前や路上に掲出されるのぼり、貼り紙、立て看板など
をボランティアに除却していただくことで、私たちの住む美しい街を守り、育てていく意識が向
上され、皆さんで活動することで地域コミュニティの再生にもつながる。

　事業の改善点に
ついて協議

ボランティア
　撤去範囲及び日
程の検討

　撤去活動
　撤去活動報告書
の提出

　撤去ボランティア団体の随時募集を行う。しみんだよりや市ホームページにより、周知を行
い、団体数の増加を図る。また、空白エリアの募集活動を重点的に行う。

平成２７年度の
取組内容

Ａ<改善>

市（行政）
　推進団体募集の
為の広報活動を協
議

　推進団体の募集
活動支援

　撤去件数の把握



No. 66 事業名

部名 課名

章 第5章

基本施策 5-04

施策 5-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

工事延長ｍ 数値 26 160 114 26 45 46

都市計画道路整備事業（三条線）

建設部 街路課

総合計画上の
位置付け

都市基盤

道路

道路整備の推進

関連計画等 奈良市都市計画マスタープラン地域別構想 地域Ⅱ・奈良市景観計画

協働の相手 まちづくり協議会 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 平成９年度～平成２７年度 事業開始年度 平成８年度

予算額 平成２７年度 126,700

市（行政）
工事実施個所及び
整備内容を計画

景観施設整備を
含む工事の施工

工事完成後の
整備状況を評価

事業概要
　主要駅と観光地を結ぶ観光都市奈良市のメインストリートである三条線を整備することによ
り、商業の活性化と都市空間の良好な環境整備を図り、ＪＲ奈良駅と周辺市街地を結ぶ歩行者
交通環境を改善して、周辺市街地への人の流れを増やし、沿道商店街の賑わいを再生する。

全体計画
　奈良市都市計画マスタープランの中で、都心の骨格をつくる都市軸として位置づけられてい
る「三条線」をシンボルロードとして整備するにあたり、周辺住民により設立されたまちづくり協
議会と協働して整備内容等の検討を行い、事業を進めていく。

達成目標

目　　標 整備事業の進捗度

目標値

達成の手段 　まちづくり協議会と定期的に協議会を開催する。

平成２６年度から
の改善点

　街路改良工事もほぼ完成し、整備完了後における道路の維持管理やＪＲ奈良駅周辺地区計
画などについて、まちづくり協議会や市の他の部署との調整を進め、路上施設等の維持管理
や有効活用等の実践化を図る。

協働の効果

　街路事業に伴う用地買収は、地元住民の理解と協力が不可欠である。このため事業計画作
成時から地元住民の積極的な参画を願い、事業に民意を反映しながら工事を行ってきたこと
により「自分たちがまちづくり」という意識を持っていただける。
　また整備後についても地元商店街で積極的な活用を行い、賑いのある三条通りを目指して
市のみの協働ではなくすでに企画提案がなされている大学など関係機関・団体と幅広く連携
できる。
　計画的に事業を進め早期に完成させることにより経費の削減にもつながる。

事業の改善点
について協議

まちづくり協議会

事業完成後の沿道
商店街のにぎわい
再生プラン作成及
び屋外広告物の自
主規制など商店街
全体で取り組む体
制づくり

事業の早期完成に
向けたサポート
定期的な市との協
議及び協議会内の
検討会

協議会の活動報告

　景観施設を含む改良工事完了後における路上施設等の維持管理などの具体化に向けてま
ちづくり協議会と協議を整え、有効活用について検討する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 67 事業名

部名 課名

章 第５章

基本施策 ５－０５

施策 ５－０５－０１

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

数値 ー ー

奈良市開発審査会

都市整備部 開発指導課

総合計画上の
位置付け

都市基盤

市街地整備

市街地整備の推進と適正な誘導

関連計画等

協働の相手 奈良市開発審査会 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１４年度

予算額 平成２７年度 305

事業概要
　都市計画法第７８条に基づき開発審査会を設置し、審査請求に対する裁決その他この法律
によりその権限に属された事項を審議する。

全体計画 　奈良市開発審査会を開催するとともに、近畿ブロック開発審査会会長会議に参加する。

達成目標

目　　標

目標値

達成の手段
　法によりその権限に属された事項の審議を行うため、目標の設定はでき
ない。

ー

市（行政）
開発審査会開催の
ための準備・資料
作成

開発審査会の開催 議事録の作成

都市計画法第34条第14号による議案の審議並びに近畿ブロック開発審査会会長会議に参
加。

平成２６年度から
の改善点

特になし。

協働の効果 　学識経験者等外部委員７名で構成する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

ー

協働の相手 ー
開発審査会の議案
についての審議

議事録の確認



No. 68 事業名

部名 課名

章 第5章

基本施策 5-06

施策 5-06-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

団体 数値 66 80 93 97 99 180

協働の効果

　グリーンサポート制度により公園等の管理を担っていただくことで、「自分たちのまちは自分
たちできれいにしよう」という意識が芽生え、地域コミュニティの再生につながる。市の支援は最
小限に留めることで、ボランティア意識の醸成や、将来的には市の経費削減にもつながること
が期待できる。

事業の改善点につ
いて協議

自治会 維持管理活動 実績報告書の提出

　広報活動等を行い市民への周知に努め、市民との協働による公園維持管理活動の推進・拡
大を図る。

平成２６年度から
の改善点

　平成26年度にアダプトプログラム推進事業参加団体等と共に実施した意見交換会の意見等
をもとに、参加団体への支援内容を検討する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間活動計画につ
いて協議

登録団体の募集
維持管理活動の支
援

実績報告書の確認
意見・要望の整理

事業概要
　市民が公園を快適かつ安全に利用できるようにするとともに、市民の自主的な活動の推進を
図る。

全体計画

　市が管理している街区公園並びに児童遊園及びちびっこ広場の維持管理を地元自治会に
活動参加を募り、活動従事者名簿，活動計画書を添えてグリーンサポート登録申請書を提出
する。市はその内容を審査し、適当と認めたときは、登録通知書を交付し、協定書を締結し、
その活動を支援する。

達成目標

目　　標 活動団体数の増

目標値

達成の手段
　ホームページの充実、グリーンサポートだよりの配布、しみんだよりへの掲
載等により、継続的に増加を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 10,847

関連計画等

協働の相手 自治会等地域の団体 協働の形態 事業協力

グリーンサポート制度

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

都市基盤

公園・緑地

公園・緑地の整備



No. 69 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 914,000 927,000 862,000 918,000 904,000 1,000,000

協働の効果

　NPO法人「なら燈花会の会」による企画運営と、多くのボランティアの協力によって経費的、
内容的に行政だけでは賄いきれない規模の事業の実施が可能。また、この事業に参加するこ
とによって、ボランティアをはじめとする多くのスタッフ一人ひとりが奈良を訪れる観光客に対す
る「もてなしの心」を醸成するとともに、まちの活性化に関わる誇りとまちへの愛着を持つことに
つながり、奈良を愛する心を育むことができる。

事業の改善点につ
いて協議

特定非営利活動法人
なら燈花会の会

イベント実施 活動報告書の提出

　「しみんだより」をはじめ、観光パンフレットやホームページ、市内幼稚園や小学校、中学校を
通してボランティア募集を積極的に展開する。また、「なら燈花会支援会議」に参画し、関係団
体と一体となったＰＲ活動に努める。

平成２６年度から
の改善点

観光協会や交通機関、またＳＮＳを活用し、幅広くＰＲ活動に努める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の事業計画に
ついて協議

広報、ボランティア
募集支援

入込数確認、
活動報告書確認

事業概要
　観光閑散期の奈良の夏に多くの観光客を呼び込むため、奈良公園内の各会場で毎夜約３０
０人を超えるボランティアの人力によって２０，０００個のろうそくを灯し、歴史的建造物等のライト
アップを含めた夏の祭典として、なら燈花会を開催する。

全体計画

　毎年、8月の初旬の10日間に奈良公園一帯の各会場でろうそくによる灯りの演出を行う。
「NPO法人なら燈花会の会」がろうそくに火を点して会場に並べる作業を行うサポーターを募
集し、毎日約300人のボランティアが点火と消火の作業を行う。また、燈花会の会がライブコン
サートや関連グッズの販売などを行い、イベントを盛り上げる。

達成目標

目　　標 期間中の来訪者数

目標値

達成の手段
　ポスター・チラシ等、ホームページ及びキャンペーンなどを通して継続的
に増加を図る。

実施の時期 ８月５日～１４日 事業開始年度 平成１１年度

予算額 平成２７年度 10,000

関連計画等

協働の相手 特定非営利活動法人　なら燈花会の会 協働の形態 補助・助成

なら燈花会開催事業

観光経済部 観光振興課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 70 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 668 1,148 1,010 691 807 1,200

協働の効果
　奈良を熟知し、きめ細やかなガイドの案内とともに奈良をゆっくり散策していただくことで、個
人旅行では感じることのできない奈良の魅力を深く体感していただき、奈良へのリピーターを
増やすことができる。

事業の改善点
について協議

なら・観光ボランティ
アガイドの会

イベント実施 活動報告書の提出

市は、ガイドツアーに関して、なら・観光ボランティアガイドの会と協議しながら観光客に喜ばれ
るようなコースを選定するとともに、チラシやホームページ等でＰＲ活動に努めて観光客に伝わ
るよう取り組みを行っていく。

平成２６年度から
の改善点

リピーターの方にも楽しんでいただけるよう、新たなコースを選定し、実施するとともに、観光協
会や交通機関のパンフレット等で広報を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年度の実施計画
について協議

広報支援
入込数確認、
活動報告書確認

事業概要
　観光ボランティアガイドの解説のもと、観光客の皆様に歴史の残る奈良を歩いて、学び、楽し
んでもらう。

全体計画
　複数のコースを設定し、ガイドによる解説付きのウォーキングツアーを実施することにより奈良
の隠れた魅力を案内し観光客の誘致を図ることを目的とする。

達成目標

目　　標 ガイドツアー参加者（集客）の増

目標値

達成の手段
　ポスター・チラシ等、ホームページ及びキャンペーンなどを通して継続的
に参加者の増加を図る。

実施の時期 １２月・１月を除く通年 事業開始年度 平成２２年度

予算額 平成２７年度 200

関連計画等

協働の相手 なら・観光ボランティアガイドの会 協働の形態 事業協力

ガイド付きツアー

観光経済部 観光振興課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 71 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 365,000 368,000 371,000 370,000 426,000 500,000

協働の効果

　「なら瑠璃絵実行委員会」による企画運営と、多くのボランティアの協力によって経費的、内
容的に行政だけでは賄いきれない規模の事業の実施が可能。また、この事業に参加すること
によって、ボランティアをはじめとする多くのスタッフ一人ひとりが奈良を訪れる観光客に対する
「もてなしの心」を醸成するとともに、まちの活性化に関わる誇りとまちへの愛着を持つことにつ
ながり、奈良を愛する心を育むことができる。

事業の改善点
について協議

なら瑠璃絵実行委員
会

イベント実施 活動報告書の提出

　「しみんだより」をはじめ、観光パンフレットやホームページ等により、積極的にＰＲを展開す
る。また、「なら瑠璃絵支援会議」及び「なら瑠璃絵推進会議」に参画し、関係団体と一体となっ
たＰＲ活動に努める。

平成２６年度から
の改善点

　観光協会や交通機関、またＳＮＳを活用し、幅広くＰＲ活動に努める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の実施計画
について協議

広報支援
入込数確認、
活動報告書確認

事業概要
　春日大社参道にて万灯籠の実施、春日大社本殿、東大寺大仏殿、興福寺東金堂の夜間拝
観の実施や、奈良国立博物館の夜間開館、三社寺をつなぐ奈良公園内におけるＬＥＤライト等
によるあかりの演出などを行う。

全体計画

　冬の奈良に新たな観光資源を創出するため、観光客が落ち込む２月に春日大社、東大寺、
興福寺という奈良を代表する３社寺が夜間公開を実施し、これらの寺社を巡るルートを幻想的
な光の道（ＬＥＤなどの照明器具及び電材）でつなぐ。また、ライブの開催やバレンタイン花火
など、イベントを盛り上げる。

達成目標

目　　標 期間中の来訪者数の増

目標値

達成の手段
　ポスター・チラシ等、ホームページ及びキャンペーンなどを通して継続的
に来訪者の増加を図る。

実施の時期 ２月初～中旬 事業開始年度 平成２１年度

予算額 平成２７年度 8,000

関連計画等

協働の相手 なら瑠璃絵実行委員会 協働の形態 補助・助成

しあわせ回廊～なら瑠璃絵～開催事業

観光経済部 観光振興課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 72 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 39,700 63,000 59,000 50,000 57,000 100,000

協働の効果

　「バサラ祭り実行委員会」による企画運営と、多くのボランティアの協力によって経費的、内容
的に行政だけでは賄いきれない規模の事業の実施が可能。また、この事業に参加することに
よって、ボランティアをはじめとする多くのスタッフ一人ひとりが奈良を訪れる観光客に対する
「もてなしの心」を醸成するとともに、まちの活性化に関わる誇りとまちへの愛着を持つことにつ
ながり、奈良を愛する心を育むことができ、また地域の活性化にも貢献されている。

事業の改善点につ
いて協議

バサラ祭り実行委員
会

イベント実施 活動報告書の提出

　来訪者の増加を図るため、事業実施について協議し、実行委員会と共にポスター・チラシ、
観光ウインドー等で広報活動を行う。また、円滑な運営のために開催期間中は、参加車両の
駐車場所等で協力を行う。

平成２６年度から
の改善点

　新たな観光情報誌の掲載や他府県でのＰＲ活動など、情報発信をより積極的に行う。
また、バサラ祭り実行委員会に参加する若い人材を増やすことで、次の世代に繋がる奈良の
祭りにしていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の実施計画に
ついて協議

広報支援
入込数確認
活動報告書確認

事業概要
　「バサラ祭り」は市民参加型の祭りで、それぞれ工夫を凝らしたコスチュームを着たダンス
チームが各会場を踊りながらパレードを行うものであり、奈良の夏の顔の一つとして実施する。

全体計画
　市民参加型の祭りで、参加チームが工夫を凝らした衣装で、三条通りやもちいどの商店街を
踊りながらパレード、また市内の社寺において奉納演舞を行う。またエンディングでは全参加
チームが集まり奈良公園内特設ステージでフィナーレを行う。

達成目標

目　　標 期間中の来訪者数の増

目標値

達成の手段
　ポスター・チラシ等、ホームページ及びキャンペーンなどを通して継続的
に来訪者の増加を図る。

実施の時期 ８月３０日・３１日 事業開始年度 平成１０年度

予算額 平成２７年度 1,500

関連計画等

協働の相手 バサラ祭り実行委員会 協働の形態 補助・助成

バサラ祭り開催事業

観光経済部 観光振興課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 73 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

ｍ 数値 56 73 103 0 84 100

協働の効果   事業の進捗に必要となる用地取得を早期に完了するよう協議をおこなっている。

権利者と十分調整
を行いながら交渉
を進めていく。

梅林周遊道路
改修委員会

整備内容につい
て、権利者に周知
する。

－

用地取得に時間を要したことから、早期に用地取得を行い整備を進めていく。

平成２６年度から
の改善点

用地取得を早期に完了できるよう、権利者と協議を行っていく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
事業の進捗を図る
ための用地取得並
びに整備計画につ
いて協議

用地取得を行う。 記録の整理

事業概要
　地元自治会選出の代表をメンバーとして設置された「梅林周遊道路改修委員会」と調整及び
協議を図りながら、名勝『月ヶ瀬梅林』を周遊する道路を整備し、地域住民の利便性を向上さ
せるとともに、観光客の安全と地域観光の活性化を図る。

全体計画 　梅林を巡る延長１，２８０ｍ、幅員５ｍの道路整備を進めていく。

達成目標

目　　標 道路の整備延長

目標値

達成の手段 　事業進捗を図れるよう、権利者と十分協議しながら用地取得を進める。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 50,000

関連計画等

協働の相手 梅林周遊道路改修委員会 協働の形態 事業協力

月ヶ瀬梅林周遊道路整備

建設部 道路建設課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 74 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

台 数値 5,063 4,371 3,755 5,298 5,469 5,300

平成２６年度から
の改善点

　指定管理者の変更にともない、情報共有をより確実に行うことで、効果的な運営管理が実施
できるように図る。

協働の効果
　駐車場事業に関して専門的な知見を有するミディ総合管理株式会社が指定管理者となって
運営することで、他の駐車場と一体的な情報発信を行うなど効果的な駐車場事業が実施でき
る。

改善点についての
意見を踏まえ、来
年度の方針を決定

ミディ総合管理株式
会社

駐車場の供用・使
用料の徴収

月報の提出、事業
報告書の提出

改善点について意
見提出

　月報の報告時など指定管理者と定期的に情報共有を行うとともに、たびたび現地への訪問も
行う。施設の安全性、利便性の向上及び利用促進並びに経費節減に努め、利用者に喜んで
いただける駐車場にするための管理運営を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

協定書の締結

ー
月報の確認、事業
報告書の確認

事業概要
　観光客及び市民の駐車の便宜を図るために駐車場を設置し、指定管理者制度にて運営管
理を行う。

全体計画

指定期間：平成25年4月1日～平成29年3月31日
供用時間：8時～20時
供用日：365日無休
転害門前観光駐車場の業務内容：
　駐車場の供用及び使用料の徴収を行う。

達成目標

目　　標 駐車利用台数の増

目標値

達成の手段 　奈良きたまちの魅力を発信する中で、転害門前駐車場の周知を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 2,068

関連計画等 奈良市観光自動車駐車場条例

協働の相手 ミディ総合管理株式会社 協働の形態 指定管理

転害門前観光駐車場の運営

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 75 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 100,014 84,776 75,948 76,490 72,129 115,000

平成２６年度から
の改善点

　運営・企画について来館者の要望を元に指定管理者との協議を密接に進める。

協働の効果
　奈良町について専門的な知見を有している、ならまち格子の家指定管理者コンソーシアムが
指定管理者として運営していることから、町家や奈良町の文化を紹介するなど格子の家の特
性を活かした企画を実施することができる。

改善点についての
意見を踏まえ、来
年度の方針を決定

ならまち格子の家指
定管理者コンソーシ

アム
格子の家の運営

月報の提出、事業
報告書の提出

改善点について意
見提出

　指定管理者と定期的に情報共有を行うことで、より良い施設運営を行う。また、奈良市から積
極的に観光情報を提供し、地元の方と、地域に根差したより良い観光案内を格子の家ででき
るようにする。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

協定書の締結

観光情報の提供
月報の確認、事業
報告書の確認

事業概要
　ならまちの伝統的な町家を再現し、観光客及び市民の観覧と利便に供するとともに、町並み
保全に資するために格子の家を運営する。

全体計画

指定期間：平成24年4月1日～平成28年3月31日
開館時間：9時～17時
休館日：月曜日、休日の翌日、12月26日～翌年1月5日
ならまち格子の家の業務内容：
　観光客への案内や情報の紹介などを行うとともに、町家内部の見学の案内などを行う。

達成目標

目　　標 入館者数の増

目標値

達成の手段
　ならまち格子の家で魅力的なイベントを行うとともに、奈良町の一体的な
観光振興に取り組むことで入館者数を増やす。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１８年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 4,208

関連計画等 奈良市ならまち格子の家条例

協働の相手 ならまち格子の家指定管理者コンソーシアム 協働の形態 指定管理

奈良市ならまち格子の家の運営

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 76 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 38,592 46,447 49,742 51,500

平成２６年度から
の改善点

　奈良市から十分な情報提供を行い、効果的な運営企画を図る体制を一層充実する。若い家
族世代へのＰＲを協議しながら検討する。

協働の効果
　からくりおもちゃについて専門的な知見を有している特定非営利活動法人　からくりおもちゃ
塾奈良町が指定管理者として運営していることから、からくりおもちゃの紹介や遊び方の実演
など、効果的にからくりおもちゃを活用した企画を実施することができる。

改善点についての
意見を踏まえ来年
度の方針を決定

特定非営利活動法人
からくりおもちゃ塾奈

良町

からくりおもちゃ館
の運営・企画の実
施

月報の提出、事業
報告書の提出

改善点について意
見提出

　指定管理者と定期的に情報共有を行うことで、より良い施設運営を行う。奈良市から積極的
に観光情報を提供し、ならまちからくりおもちゃ館でも観光案内ができるようにする。また、奈良
町への施設受け入れに際しては積極的にからくりおもちゃ館を紹介する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

協定書の締結

観光情報の提供
月報の確認、事業
報告書の確認

事業概要

　明治初期の雰囲気が残る町家の空間のなかで、からくりおもちゃを介して、訪れていただい
たお年寄りや子どもたち、観光客などの世代間交流や地域間交流の場として活用することによ
り、ならまちの活性化及び奈良市の観光振興の拠点とするために奈良町からくりおもちゃ館を
運営する。

全体計画

指定期間：平成24年4月28日～平成29年3月31日
開館時間：9時～17時
休館日：水曜日、休日の翌々日、12月29日～翌年1月3日
奈良町からくりおもちゃ館の業務内容：
　観光客への案内や情報の紹介などを行うとともに、からくりおもちゃ等を展示し、また体験で
きる企画を実施する。

達成目標

目　　標 入館者数の増

目標値

達成の手段
　からくりおもちゃ館で魅力的なイベントを行うとともに、奈良町の一体的な
観光振興に取り組むことで入館者数を増やす。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２４年度

予算額 平成２７年度 6,089

関連計画等 奈良町からくりおもちゃ館条例

協働の相手 特定非営利活動法人　からくりおもちゃ塾奈良町 協働の形態 指定管理

奈良町からくりおもちゃ館の運営

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 77 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 7,302 10,781 6,843 10,000

協働の効果
  地域を活性化してゆきたいと願う地元住民と、地域に根差す教育機関を目指す奈良女子大
学、そして奈良市の３者の協議に基づく運営により、より地域に密着した活動を行うことができ、
着実な地域の活性化、観光振興への取り組みを行うことができる。

鍋屋連絡所の保
存・活用と“奈良
きたまち”のまち
づくりを考える会

案内所業務の実
施、きたまち活性化
イベントの共同開
催

月報の提出、事業
報告書の提出

　案内所の運営にあたっては、委託先である「鍋屋連絡所の保存・活用と“奈良きたまち”のま
ちづくりを考える会（なべかつ）」と適宜情報交換や協議の場を設けながら実施する。また、「め
ぐるる奈良きたまち」や「きたまち大学校」などきたまち活性化イベントを共同で開催し、きたま
ち地域の魅力を発信する。

平成２６年度から
の改善点

　運営、企画に関して、より密接な協働関係を構築するとともに、活動内容についての広報活
動をより積極的に行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
協定書の締結およ
び年度事業計画の
調整

目　　標 来館者の増

目標値

達成の手段
　事業内容を周知するために、HPの内容充実及び各種イベントの開催を
図る。

改善点について意
見提出

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２４年度

予算額 平成２７年度 242

観光情報の提供、
きたまち活性化イ
ベントの共同開催

月報の確認、事業
報告書の確認

改善点についての
意見を踏まえ来年
度の方針を決定

事業概要
　奈良町のきたまち地域を訪れる観光客の利便を図るとともに、地域の活性化による観光の振
興に寄与することを目的して、まちかど観光案内所を設置する。

全体計画

委託期間：平成27年4月1日～平成28年3月31日
開館時間：10時～16時
休館日：水曜日、12月27日～翌年1月5日
実施事業：観光客に対する観光案内その他観光情報の提供を行うとともに、地域の文化、伝
統行事等の観光資源の発掘および調査研究など、地域の活性化による観光の振興に寄与す
る目的に応じた事業を行う。

達成目標

関連計画等 奈良市まちかど観光案内所規則

協働の相手 鍋屋連絡所の保存・活用と“奈良きたまち”のまちづくりを考える会 協働の形態 委託

旧鍋屋交番きたまち案内所

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 78 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 18 15 50

協働の効果
　奈良市で新しく暮らし始める方々に、歴史と文化を現代まで脈々と受け継いできた、このす
ばらしいまちを知り、愛していただくとともに、「もてなしのまちづくり」に向けた豊かな地域社会
の形成につなげる。

事業の改善点につ
いて協議

なら・観光ボランティ
アガイドの会

イベント実施 活動報告書の提出

チラシやホームページ、ポスター等でＰＲ活動に努め、積極的にサービスを利用してもらえるよ
う、市はなら・観光ボランティアガイドの会と協議しながら、取り組む。

平成２６年度から
の改善点

サービスの実施のＰＲ活動は継続しながら、周知から実利用につながるような工夫で、実績の
増加に繋つなげる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年度の実施計画に
ついて協議

広報支援
入込数確認
活動報告書確認

事業概要
　奈良市へ転入の届け出を行った世帯に、無料でなら・観光ボランティアガイドの会による観光
案内を利用できる。

全体計画
　なら・観光ボランティアガイドの会が指定するガイドの日（月３回）から希望日を選び、３つの
コースの中から自由に選択し無料で案内を利用できる。

達成目標

目　　標 とびらガイド参加者の増

目標値

達成の手段 　転入者に対し、広報に努め参加者の増加を図る。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２５年度

予算額 平成２７年度 100

関連計画等

協働の相手 なら・観光ボランティアガイドの会 協働の形態 補助・助成

史跡・名勝をめぐるウェルカムサービス～知って奈良とびらガイド～

観光経済部 観光振興課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 79 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 8,242 8,104 10,000

協働の効果
　地域を活性化してゆきたいと願う地元住民と、奈良市との協議に基づく運営により、より地域
に密着した活動を行うことができ、着実な地域の活性化、観光振興への取り組みを行うことが
できる。

転害門旧銀行跡
建物活用協議会

案内所業務の実
施、きたまち活性化
イベントの共同開
催

月報の提出、事業
報告書の提出

　案内所の運営にあたっては、委託先である「転害門前旧銀行跡建物活用協議会」と適宜情
報交換や協議の場を設けながら実施する。また、「めぐるる奈良きたまち」や「きたまち大学校」
などきたまち活性化イベントを共同で開催し、きたまち地域の魅力を発信する。

平成２６年度から
の改善点

　案内所の運営体制が明確でなく、委託先団体の行政への依存が見られたことを踏まえ、運
営に関する情報交換を密に行うとともに、委託の在り方について協議を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
協定書の締結及び
年度事業計画の調
整

観光情報の提供、
きたまち活性化イ
ベントの共同開催

月報の確認、事業
報告書の確認

改善点についての
意見を踏まえ来年
度の方針を決定

改善点について意
見提出

達成目標

目　　標 案内所利用者の増

目標値

達成の手段
　事業内容を周知するために、HPの内容充実及び各種イベントの開催を
図る。

全体計画

委託期間：平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日
開館時間：１０時～１６時
休館日：木曜日、１２月２７日～翌年１月５日
実施事業：東大寺転害門に隣接している立地を生かして、東大寺へ向かう新たな観光ルート
の充実を図ることで、地域の活性化に基づく観光振興を図る。

協働の相手 転害門前旧銀行跡建物活用協議会 協働の形態 委託

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２５年度

予算額 平成２７年度 1,910

事業概要
　旧南都銀行手貝支店である奈良市所有の町家を改修し地域の団体と協働して、きたまちの
観光客に対する観光案内や、観光資源の発掘及び調査研究、地域活性化の拠点などとして
多目的に利用できる観光案内所として運営する。

関連計画等 奈良市まちかど観光案内所規則

奈良市きたまち転害門観光案内所運営事業

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化



No. 80 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 80,000

奈良町南観光案内所運営管理

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化

関連計画等 奈良市観光案内所規則、奈良市観光自動車駐車場条例

協働の相手 有限会社　くるみの木 協働の形態 委託／指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成27年度

予算額 平成２７年度 23,000

市（行政）

協定書の締結

観光情報の提供
月報の確認、事業
報告書の確認

事業概要

　案内所を奈良町の「南の玄関口」と位置づけ、奈良町全体の観光振興を図る拠点として、ま
た、地域に根差した魅力ある観光施設として運営し、奈良町の魅力を発信することで、奈良町
全体の活性化を目指す。なお、案内所に併設する奈良町南観光駐車場については、案内所
の運営管理者が指定管理者として運営管理を行う。

全体計画

委託及び指定期間：平成27年度～平成37年3月31日
奈良町南観光案内所の業務内容：
　観光客に対する観光案内その他観光情報の提供を行うとともに、観光物産や伝統的工芸品
等の展示、紹介及び販売やイベントの開催など、地域経済や観光産業の活性化による観光の
振興に寄与する目的に応じた事業を行う。
奈良町南観光駐車場の業務内容：
　駐車場の供用及び使用料の徴収を行う。

達成目標

目　　標 入館者数の増

目標値

達成の手段
奈良町の観光に関する情報を発信するとともに、イベント開催や地産物等
の販売などを行うことで入館者数を増やす。

平成２６年度から
の改善点

協働の効果
　民間活力を導入することで、奈良町の新たな魅力を創造し、これまでとは異なった観光の資
源を開発することにより、新たな観光客層を開発し、さらなる奈良観光の発展が期待される。

改善点についての
意見を踏まえ来年
度の方針を決定

有限会社　くるみ
の木

奈良町南観光案内
所の運営・企画の
実施／駐車場の供
用・使用料の徴収

月報の提出、事業
報告書の提出

改善点について意
見提出

　案内所の運営にあたっては、委託先である「有限会社　くるみの木」と適宜情報交換や協議
の場を設けながら実施する。また、にぎわい創出施設を設置し、当該施設の事業は市と調整し
たうえで行い、奈良町の魅力を国内外に発信しながら、奈良町南観光案内所への誘客を促進
する。駐車場の運営については、施設の安全性や利便性の向上に努めながら、案内所と一体
的な活用を行う。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 81 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-01

施策 6-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 100,000

奈良町にぎわいの家運営管理

観光経済部 奈良町にぎわい課

総合計画上の
位置付け

経済

観光

観光力の強化

関連計画等 奈良町にぎわいの家条例

協働の相手 奈良町にぎわいの家管理共同体 協働の形態 指定管理

実施の時期 通年 事業開始年度 平成27年度

予算額 平成２７年度 16,560

市（行政）

協定書の締結

観光情報の提供
月報の確認、事業
報告書の確認

事業概要
　奈良町を訪れる観光客、奈良町に暮らす住民、奈良にゆかりを持つ多くの人々が集う、奈良
町に息づく歴史文化の発信拠点、にぎわい創出の拠点とするために奈良町にぎわいの家を運
営する。

全体計画

指定期間：平成27年4月18日～平成32年3月31日
開館時間：9時～17時
休館日：水曜日、休日の翌々日、12月29日～翌年1月3日
奈良町にぎわいの家の業務内容：
　観光客への案内や情報の紹介などを行うとともに、「奈良町の町家暮らし」をテーマとした体
験イベント等の事業を実施する。

達成目標

目　　標 入館者数の増

目標値

達成の手段
奈良町にぎわいの家で魅力的なイベントを行うとともに、奈良町の一体的な
観光振興に取り組むことで入館者数を増やす。

平成２６年度から
の改善点

協働の効果
　奈良町について専門的な知見を有している、奈良町にぎわいの家管理共同体が指定管理
者として運営することから、町家や奈良町の文化を紹介するなど、にぎわいの家の特性を活か
した企画を実施することが期待される。

改善点についての
意見を踏まえ来年
度の方針を決定

奈良町にぎわい
の家管理共同体

奈良町にぎわいの
家の運営・企画の
実施

月報の提出、事業
報告書の提出

改善点について意
見提出

　指定管理者と定期的に情報共有を行うことで、より良い施設運営を行う。また、奈良市から積
極的に観光情報を提供し、奈良町にぎわいの家でも観光案内ができるようにする。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>



No. 82 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-02

施策 6-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

％ 数値 77.2 86.8 83.0 80 83 80

平成２６年度から
の改善点

　稼働率は高水準を維持できている。自主事業に関しても国際交流を目的とした事業実施が
できていた。
　利用者がより一層国際交流の活動の場として利用できるよう努める。

協働の効果

　グリーンホールは貸館に加えて、懐かしの名画鑑賞会、あそびの城、グリーンホール寄席、
パソコン教室、秋の夕暮れコンサート等の委託先の自主事業により幅広い年代の利用者を得
て、国際交流及び地域の交流の場となっている。今後も事業を継続することでその効果を期待
することができる。

適宜協議を行う

グリーンファミリー 事業計画書の提出
ホールの運営管
理・事業実施

実績報告書の提出
（月・年）

　ホームページやしみんだよりでの市民への広報活動。
　施設の美化、簡易修繕等の実施。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政） 事業計画の確認

ホームページ・しみ
んだよりへの記事
掲載、施設管理の
支援

実績報告書の確認
（月・年）

事業概要
　故トニ・グリン神父をしのぶ展示を行うとともに、国際交流活動や地域の交流活動の場を市民
に提供する。

全体計画

指定期間：平成２４年４月１日～平成２９年３月３１日
開館時間：午前９時～午後５時（ただし、施設使用の場合は午後９時まで）
休館日：月曜、祝日、年末・年始
業務内容：
①本市の名誉市民グリン氏の功績に関する資料を収集し、保存及び展示を行う。
②市民の交流やふれあいの場を提供する。（指定管理者による名画鑑賞会等の自主事業及
び貸館業務）

達成目標

目　　標 ホール稼働率の維持

目標値

達成の手段
　現在の運営内容を維持し（目標値「８０」は平成２２・２３・２４年の数値の平
均）、必要があれば指定管理者と協議を行って改善する。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１６年度（指定管理者制度導入年度）

予算額 平成２７年度 3,246

関連計画等 奈良市グリーンホール条例

協働の相手 グリーンファミリー 協働の形態 指定管理

奈良市グリーンホールの運営

観光経済部 観光戦略課

総合計画上の
位置付け

経済

交流（国際交流）

国際交流の活発



No. 83 事業名

部名 課名

章 第6章

基本施策 6-04

施策 6-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

①人 数値① 51 52 52 55 55 60

②人 数値② 6,828 5,533 3,165 3,114 5,741 5,800

奈良工芸フェスティバル

観光経済部 商工労政課

総合計画上の
位置付け

経済

商工・サービス業

商工・サービス業の振興

関連計画等

協働の相手 実行委員会（工芸作家・工芸店ほか) 協働の形態 事業協力

実施の時期 １０月下旬から１１月初旬 事業開始年度 平成元年度

予算額 平成２７年度 543

フェスティバルの開
催に際し、広報など
のPRを行う

なら工藝館運営員
会において、実施
状況を報告し、意
見聴取の上、取り
纏めを行う

事業概要

　毎年、秋期の正倉院展期間中に合わせて、なら工藝館では「奈良工芸フェスティバル」を開
催し、一刀彫・赤膚焼等の工芸作品の特別展示、制作実演・体験などを通じて、奈良工芸に
対する理解と認識を深める。また工芸品を期間中、特別販売することで工芸の振興発展に努
める。

全体計画

　伝統工芸作家を中心とした奈良工芸フェスティバル実行委員会を組織し、毎年５月から１０月
開催までの間、月１回委員会を開催し、工芸フェスティバルの企画立案及び運営等を行う。委
員会内に事業内容に応じて、工芸に親しむ部会（制作実演・体験）、展示部会（特別展示)、販
売部会及び広報部会を設けて、工芸作家などが主体となって大会を開催する。開催期間につ
いては、昨年同様を予定。

達成目標

目　　標 ①協力者の増　②期間中の来館者の増

目標値

達成の手段
①関係者に呼びかけ等をし、協力者の増加を図る
②広報活動を効率的に活用し、増加を図る

協働の効果
　工芸関係者だけではなく、いろんな人に工芸フェスティバルに携わってもらうことにより、奈良
の工芸に対する理解が深まり、奈良工芸の振興発展につなげることができる。
　民間の新しい発想をフェスティバルに取り入れることができる。

より多くの工芸家等
の関係者に協力の
要請を行い、事業
の集客数増加へ繋
げる

奈良工芸フェス
ティバル実行委

員会

フェスティバルを開
催

工芸フェスティバルの企画立案、実施は実行委員会が主導して行い、行政は側面からの支
援、フォローを行う。（行政は実行委員会において企画立案へのアドバイスを行うとともに、しみ
んだよりやマスコミへの情報提供などでPRを積極的に行う。）

平成２６年度から
の改善点

インターネットや公共施設での広報に一層取り組み、幅広い集客を目指す。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
奈良工芸フェスティ
バルの実行委員と
して参画し、企画・
運営の協議を行う



No. 84 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

更新回数 数値 週1回 月２回 月1回 週１回 週1回 週1回

開かれた市政

総合政策部 秘書課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進

関連計画等

協働の相手 市民 協働の形態 情報提供

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２１年度

予算額 平成２７年度 0

事業概要
　奈良市のホームページに「市長の動き」を掲載することで、広く市民の方に市長の行動を
知っていただくための情報提供の場となり、「開かれた市政」をめざすとともに市民参画の意識
を高める。

全体計画
　奈良市のホームページ「市長の窓」に「市長の動き」を加えて、一週ごとに市長の行動や市長
と市民のふれあいを写真入りで掲載することにより、広く市民の方に市長の行動を知っていた
だき「開かれた市政」と市民参画意識を高めることをめざす。

達成目標

目　　標 ホームページの更新回数

目標値

達成の手段 　ホームページの充実・写真処理の迅速化

-

市（行政）
写真を撮影・掲載
する行事等の決定

市長の動きをホー
ムページに掲載

-

　市長の行動や、市民の市政への関心を得られる内容を週１回市ホームページ等に掲載す
る。

平成２６年度から
の改善点

　市の持つ様々な情報提供ツールの役割を考慮し、市民の反応・意見を捉えることに努めてい
く。

協働の効果 　市民の市政への関心を高め市民参画意識の向上が期待できる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市民の反応・意見
を捉える方法の検
討等

市民 -
ホームページの閲
覧

-



No. 85 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 1,032 1,321 2,479 1,200 700（予定） 2,000

　市民からの各種テーマに沿った「まちかどトーク」実施の申込みにより、市民の身近なところ
に出向き、市政の紹介や施策、制度についての情報提供をすることにより、さまざまな市民の
意見や提言を集約できる場とした。

平成２６年度から
の改善点

新しい施策や事業などを取り上げ、市民のニーズに合わせたテーマにリニューアルしている。

協働の効果
　「まちかどトーク」実施により、市政への理解や関心を深めていただくとともに、市民参加を促
進し、市民の皆様と協働するまちづくりについて、ともに考えていただくきっかけを作ることがで
きる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

実施報告書の作成

まちかどトーク
申請団体

まちかどトークテー
マの申請依頼

まちかどトークの受
講

アンケートの記入 －

市（行政）
まちかどトークテー
マ精査

まちかどトーク実施 アンケート調査

事業概要
　市民等が各種テーマから希望するテーマを選び、担当職員が出向いて、市の施策や制度に
ついて説明を行う。

全体計画
　職員が、市民の身近なところに出向き、市の施策や制度について説明することにより、市政
に対する市民の理解と関心を深めていただく。

達成目標

目　　標 まちかどトークの利用者数

目標値

達成の手段 　市内在住・在勤・在学の方々に、事業の周知を図り、活用していただく。

実施の時期 随時 事業開始年度 平成１８年度

予算額 平成２７年度 18

関連計画等

協働の相手 市民 協働の形態 情報提供

まちかどトーク

総合政策部 広報広聴課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進



No. 86 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

部/月 数値 180 180 190 190 190 190

　行政は「奈良しみんだより」の掲載情報・資料の提供および印刷用紙の支給をする。また、ホーム
ページ英語版の掲載をする。
　活動団体は、「奈良しみんだより」の英訳、英語版の印刷と各施設への配置をする。

平成２６年度から
の改善点

達成の手段 　引き続き、外国籍市民等が訪れると思われる施設等に配置する。

協働の効果
　日本語が分からない外国籍市民等が、安心して奈良市で暮らし、また市政に積極的に参加
できるよう情報を提供することで開かれた市政の推進を図る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

意見・情報の交換

・当紙の掲載情報・資料
の提供
・印刷用紙の支給

意見・情報の交換

奈良S.G.Gクラブ

・当紙の英訳
・当紙英語版の印刷
・当紙英語版の各施設
への配置

現状維持のため特になし。

実施の時期 毎月 事業開始年度 －

予算額 平成２７年度 120

事業概要 　日本語が分からない外国籍市民等に市政情報をお知らせする。

全体計画
　「奈良しみんだより」の校正原稿及び固有名詞の読み仮名などの資料を広報広聴課より奈良
S.G.Gクラブへ提供し、同クラブで外国籍市民等に必要となる記事をピックアップして英訳・印
刷し、市役所・出張所・図書館・保健所・観光センター等に配置する。

達成目標

目　　標 配置部数

目標値

関連計画等

協働の相手 奈良S.G.Gクラブ 協働の形態 事業協力

「奈良しみんだより」の英訳

総合政策部 広報広聴課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進



No. 87 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人・団体/テーマ件 数値 12 3 18 1 集計中 10

「クリーンな市政」を実行するため、市が行おうとしている施策を策定する過程において、計画
等の案を公表し、それに関して市民等からパブリックコメント手続きにより出された多様な意見
や提言などを受け付け、それを考慮して意思決定を行う。

平成２６年度から
の改善点

市民参画の手法として浸透が十分でないという課題を解決するために、広報紙やホームペー
ジなどの広報ツールを使って市民への周知を検討している。

協働の効果
　市の施策の基本的な計画づくり等について市民から意見を聴取することで、市政に市民の
意見を取り入れることができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

パブリックコメントに
対する意思決定

市民等 －
計画等の案に対す
る異見及び提言

－ －

市（行政）
市の施作に関する
基本的な計画の策
定

計画等の案の公表
市民からの実施機
関に対する意見及
び提言

事業概要
　市の基本的な施策を策定する過程において、その内容その他必要な事項を広く公表し、こ
れらについて市民等から直接に意見及び提言を求める。

全体計画
　市の基本的な計画等を策定する過程や市民の権利義務に関する条例等の制定・改廃の検
討過程において、市民の意見を反映させるため、パブリックコメント手続の基準を整備し、実施
する。

達成目標

目　　標 参加市民の増加

目標値

達成の手段
　その計画等の主管課に積極的に実施を促すとともに、手続きを行うにあ
たって必要な助言や調整を行う。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 0

関連計画等

協働の相手 市民 協働の形態 市民公募

パブリックコメント

総合政策部 広報広聴課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進



No. 88 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 18 20 20 20 25 24

まちづくり振興事業　「月ヶ瀬地域振興協議会」

市民生活部 月ヶ瀬行政センター地域振興課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進

関連計画等

協働の相手 各種団体・自治会等 協働の形態 実行委員会・協議会

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 1,800

活動報告書の確認
意見・要望の整理

事業の改善点及び
今後の方向性につ
いて協議

事業概要
　月ヶ瀬地域における将来のまちづくりについて協議を行うほか、地域の振興等を図り、もって
奈良市の発展に資する。

全体計画
　自治連合会長・自治会長・各種団体の代表者・学識経験を有する者をもって組織し、地域振
興のための協議やイベント等の開催を行う。市は、サポートの立場で支援及び補助金を交付
する。

達成目標

目　　標 会議の開催回数

目標値

達成の手段
・地域組織として自主的活動の充実のためのリーダー養成及び自主財源の確立
・地域振興協議会の位置づけと役割及び行政との関わりの明確化

協働の効果
　地域組織を立ち上げ自主的な交流活動の確立により、住民及び団体間の連携協調が強化
され、自主運営による地域の活性化並びに地域コミュニティの形成が期待できる。

月ヶ瀬地域振興
協議会

地域振興に係る事
業の支援

活動報告書の提出

  行政として、イベント補助金の交付、市・県等関係課及び機関等への連絡調整、協議会事務局として支援を行う。
　活動団体としては、地域のまちづくりに関することや新市建設計画に伴う要望活動、進捗状況に関することの会議の開催、
地域伝統文化の保存及び振興に関すること、地域イベント等の企画及び実施に関すること　（夏まつり・スポーツフェスティバ
ル・体育祭・マラソン大会等）等を行う。

平成２６年度から
の改善点

　地域全体に根ざした形に組織を改正することにより、更なるリーダー及び後継者の養成及び自立化を進め、行
政との役割分担を明確化する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画に
ついて協議

地域振興に係る事
業の支援



No. 89 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

人 数値 1,411 1,720 1,957 1,921 1,723 1,600

都祁まちづくり協議会事業

市民生活部 都祁行政センター地域振興課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進

関連計画等

協働の相手 地域住民（都祁まちづくり協議会） 協働の形態 補助・助成

実施の時期 通年 事業開始年度 平成１７年度

予算額 平成２７年度 3,600

年間の活動計画に
ついて協議

事業実施に伴う行政
機関との渉外
各種事業の参加募集
及び、実施支援

事業報告の確認

事業概要
１．住民要望の取りまとめ及び新市建設計画の進捗に関すること
２．地域間交流事業（農業体験交流事業）
３．地域振興事業（都祁高原マラソン大会）

全体計画

　地域交流事業として、農業体験交流事業を実施。４月に参加者を募集し、５月から田植え・ホ
タル観賞・ブルーベリー採り・稲刈り・収穫祭と一年を通して農業体験をしてもらい、地域間交
流を図っている。また、まちづくり活動においても、地域振興事業の一環として市内外、遠くは
北海道からの参加者を迎え、１１月に「都祁高原マラソン」を実施。都祁の名を全国各地に広く
発信し、地域の活性化につなげている。

達成目標

目　　標 イベント参加者数の増

目標値

達成の手段 　ホームページの充実、パンフレットの配布、専門誌・新聞等への掲載

協働の効果
　都祁地域の振興及び地域間交流の場として農業体験交流事業及び都祁高原マラソン大会
を実施しているが、都祁の名を広く発信でき、参加者数等の年次目標も達成されており、都祁
地域の活性化につながっている。また、地域コミュニティにも有効である。

事業の改善点につ
いて協議

都祁まちづくり
協議会

事業実施に伴う行政機
関との渉外
各種事業の参加募集及
び、実施

事業報告

地域間交流事業として、農業体験交流事業を実施。４月に参加者を募集し、一年間を通して農業体験
をしてもらい地域間交流を図る。
地域振興の一環として市内外からの参加者を迎え、１１月に「都祁高原マラソン大会」を実施する。

平成２６年度から
の改善点

活動における行政との関わり、協働における役割分担の明確化を図るため、協働による事業を推進
し、まちづくりの活動を展開していく。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）



No. 90 事業名

部名 課名

章 第７章

基本施策 7-01

施策 7-01-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

開催地区数 数値 23 20 49

関連計画等

地域ミーティング

市民活動部 地域活動推進課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市政情報の発信・共有

開かれた市政の推進

協働の相手 奈良市自治連合会 協働の形態 共催

　地域課題に対する認識の共有とその解決に向けて行政と地域の各種団
体の役員との対話の場の設定を工夫する。

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２５年度

予算額 平成２７年度 0

地域ミーティングの
記録作成、事後対
応状況の集約

事業概要
　市長が直接地域に出向き、地域活動に取り組む各種団体の役員と対話を行う中で、地域課
題に対する認識を共有し、地域・行政が協働して解決に向けて考えていく。

全体計画

①各地区自治連合会が、地域内の各種団体に声をかける。
②各地区自治連合会・各種団体が集まり、地域課題についての認識を共有し、地域課題につ
いての説明書を市に提出する。
③当日は、各地域の課題を地域から説明し、市も課題を認識し、課題解決に向けてともに考え
る。

達成目標

目　　標 地域課題に対する認識の共有とその解決

目標値

達成の手段

Ａ<改善>

地域ミーティングの
開催方法の再検討

　年間を通じて地域ミーティングを開催し、地区自治連合会を含めた当該地区の各種団体の
役員と市長以下市の幹部が直接対話を行うなかで、地域課題の解決に向けて考えていく。

平成２６年度から
の改善点

一年間で全４９地区での開催ができるよう、開催日程を改善する。

協働の効果

　地域の状況・課題について地域・行政双方が認識を共有することで、解決に向けたパート
ナーシップの強化につながる。また、地域の各種団体の役員が、一堂に会し、地域の将来を
話し合う土壌ができることで、各地区における「地域自治協議会」の設立につながることが期待
できる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

協働の相手
地域で協議し地域
課題説明書を市に
提出

地域ミーティングの
振り返り

市（行政）
提出された地域課
題説明書にもとづ
き庁内で協議

地域ミーティングに
おいて、地域課題
を共有し、解決に
向け、双方から意
見を出し合う。



No. 91 事業名

部名 課名

章 第７章

基本施策 7-02

施策 7-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 590 620

協働の効果

協働でＨＵＧ2祭りを開催することにより、ボランティアインフォメーションセンターが自分たちのセ
ンターであるという意識を育むとともに、市民公益活動団体同士の交流や情報交換、親睦が図ら
れる場として積極的に参加するきっかけや市民を巻き込むきっかけとなり、市民社会の創造に寄
与できる。

振り返りの会議を持
ち、改善点の協議
をする

ボランティア・
NPOなど、市民公
益活動団体

運営協力
報告書・アンケート
の提出

出展ブース・ステージ発表・相談コーナー等、はぐくみセンター１階を使って、お祭りを開催す
る。

①HUG２市場　27団体　②ステージ発表6～8団体　④相談コーナー　７団体　⑤キッズコーナー　１団体
⑥パソコンよろず相談　１団体　⑦ボランティア・市民公益活動何でも相談（センターコーディネーター担
当）　⑧絵本リサイクルコーナー（センター）　等

平成２６年度から
の改善点

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
サポーターズ会議に
て今年度の計画を練
る

・出展団体・ステー
ジ発表団体等の募
集
・事前説明会
・前日・当日の準備

アンケートの収集・
集計・分析

事業概要

市民に、ボランティアや市民公益活動団体の様々な活動について知っていただくとともに、その
魅力を伝え、ともに活動したり支援したりするきっかけをつくり出すこと、また市民公益活動団体
の情報交換や交流の機会創出を目的に、ボランティアインフォメーションセンターにおいて、ＨＵ

Ｇ２（ハグハグ）祭りを開催する。

全体計画
サポーターズ会議においてＨＵＧ²祭りの企画や運営について検討し、ＨＵＧ²祭りでは、市民公
益活動団体と市民の方々の交流を深め、市民公益活動団体は日頃の活動発表や団体のＰＲ、
物品の販売や寄附を募るなど活動資金集めを行う。

達成目標

目　　標 ＨＵＧ²祭り参加者数

目標値

達成の手段
ホームページの充実、しみんだよりへの掲載。チラシ・ポスターの配布、のぼ
りの設置。サポーターズ会議及び参加団体も自ら広報に励んでいただく。

実施の時期 5月～１２月 事業開始年度 平成２６年度

予算額 平成２７年度 95

関連計画等

協働の相手 市民公益活動団体 協働の形態 事業協力

 ＨＵＧ2（ハグハグ）祭り

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市民参画・協働

市民との協働による市政運営



No. 92 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-02

施策 7-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

％ 数値 77 93 88 90 96 97

平成２６年度から
の改善点

市民や市民公益活動団体の方々と職員が一緒に受講できるような研修の形式を考える。

協働の効果
　市職員と市民等が同じ場で協働についての研修を受け、意見交換することにより、協働に対
する理解がより一層深まり、市民参画の機会の充実、協働の実践につながることが期待でき
る。

評価や改善点につ
いての意見を踏ま
え来年度の研修方
針の決定

市職員・市民・
市民公益活動

団体
－ 研修への参加

アンケートへの回
答

・改善点について意
見提出

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）
研修の実施計画の
作成

研修の実施

職員と市民、市民公益活動団体が一緒に参加する研修を行い、それぞれの協働に対する見
識を深めるとともに、職員の市民や市民公益活動に対する理解を深める。また、より実践的な
考え方や方法について意見交換を行うことで、協働への意識の向上を図る。

アンケートの集計・
分析

事業概要
　市民参画及び協働によるまちづくりを行うために、職員の意識の向上を図ることを目的に、協
働のための研修を実施する。

全体計画

　平成２０年度は全課長を対象とした職員研修を行い、平成２１年度は係長以上の職員を対象
とした研修を行った。平成２２年度以降は全職員を対象とした研修を行う。
　今後は、職員と一般公募した市民等が一緒に参加し、より密度の濃い研修会を実施し、それ
ぞれの協働に対する意識の向上を図るとともに、市民等との意見交換の場を設けていく。

達成目標

目　　標 研修内容の理解度（実施後のアンケートで「よく理解できた」・「ある程度理解できた」と答えた職員の割合）

目標値

達成の手段
　長期的な視点で研修の計画を立て、段階的に研修を実施する。研修実
施後、アンケートにより理解度を調査し、次年度の研修内容に反映させる。

実施の時期 年数回 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 334

関連計画等

協働の相手 市民・市民公益活動団体 協働の形態 情報交換

協働のための研修

市民活動部 協働推進課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市民参画・協働

市民との協働による市政運営



No. 93 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-02

施策 7-02-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

－ 数値 － － － － － －

自治連合会等活動推進

市民活動部・市民生活部 地域活動推進課・各出張所・各行政センター

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市民参画・協働

市民との協働による市政運営

関連計画等

協働の相手 地区自治連合会等 協働の形態 情報交換

実施の時期 通年 事業開始年度 －

予算額 平成２７年度 0

Ｄ<実行> Ｃ<評価>

事業概要 　市と地区自治連合会等との情報共有及び意見交換を行いながら地域分権の確立をめざす。

全体計画
　市と地区自治連合会等が、地域の課題や要望の解決へ向けての情報交換及び、地域活動
への参加を行い、地域コミュニティ活動の促進を図る。

達成目標

目　　標 地域での事業、ふれあい活動の活性化

目標値

達成の手段
　市と地域が話し合い、自分たちのまちについて議論し地域活動の場を多
く設ける。

Ａ<改善>

市（行政）

年間の活動計画等
について協議

協働の効果
　市自治連合会、地区自治連合会の活性化を図ることにより、自治会活動等の地域コミュニ
ティ活動が促進され、地域内分権につながることが期待される。

事業の改善点
について協議

地区自治連合会等
情報提供
地域活動の実施

活動報告

　市自治連合会が毎月定例会を開催し、地域の課題研究や市からの情報提供・市政参加依頼等を受
けるほか、市と各地区自治連合会の情報交換や意見交換を行う。「地域自治協議会検討委員会」を引
き続き設置して検討を行い、市と連合会がイコールパートナーとして地域コミュニティ政策を確立させ
ていく。

平成２６年度から
の改善点

情報提供
活動等の参加助言

活動報告の確認

　各地区自治連合会が地域の中心的役割を果たして、それぞれのコミュニティが豊かで安心・
安全に暮らせる地域づくりを行えるよう、「地域自治協議会」という新たな仕組みの検討を通じ
て、地域コミュニティ再生を市と市自治連合会が進める。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画>



No. 94 事業名

部名 課名

章 第７章

基本施策 7‐02

施策 7‐02‐01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績） H27

人 数値 200 200 120 300

政策提案コンテスト

総合政策部 総合政策課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

市民参画・協働

市民との協働による市政運営

関連計画等

協働の相手 市内の高校生グループ、決勝大会来場者 協働の形態 事業協力

実施の時期 平成２７年８月～１１月 事業開始年度 平成２４年度

予算額 平成２７年度 2,000

事業概要
　奈良市の将来のまちづくりについて、次代を担う若者から創造的で、豊かな感性による新し
いアイデア（政策）を求めるとともに、若者の市政に対する関心を高める。

全体計画
　若者の豊かな発想力を生かし、奈良市の課題に対する政策提案を募り、グループで出され
た提案をブラッシュアップした後、決勝大会においてプレゼンテーションを行い、来場者の投
票でグランプリを決定する。

達成目標

目　　標 決勝大会の参加者・来場者人数

目標値

達成の手段
　しみんだよりやホームページ等により事業の実施を周知し、決勝大会へ
の参加・来場を呼び掛ける。

－

市（行政）

・事業プランニングの作
成
・決勝コンテスト実施に
向けた周知

・参加グループ募集
・決勝コンテストを開催
し、グランプリ作品の決
定

・アンケート等による参
加者の意見聴取
・具体化の可能な提案
について検討を行い、
次年度予算に反映させ
る。

Ａ<改善>

　政策提案コンテストへの参加募集について高校等へ周知を図るとともに、決勝コンテストの開催につ
いても様々な媒体により広く周知を行い、決勝コンテストへより多くの観客に来場してもらう。

平成２６年度から
の改善点

　事業プランの検討、作成を早い段階で行うことで、決勝コンテストまでの期間を確保すること
ができ、様々な手段でより有効な広報を行うことができる。

協働の効果
　次代を担う高校生・大学生のグループと協働し、豊かな感性による創造的な政策の提案を求
めるとともに、提案事業の具体化に向けた取組を実施する。また、本市の若者の市政に対する
関心を高めることができる。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価>

・聴取した意見を踏ま
え、次年度の事業内容
の検討を行う。
・提案された内容につ
いて検討を行い、具体
化に時間を要するもの
について、年次計画に
盛り込む。

市内外の大学生・高
校生グループ、コンテ

スト来場者
－

・高校生のグループによ
る作品作成、コンテスト
発表
・コンテストの来場者に
よる投票

アンケート等による意見
提出



No. 95 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-04

施策 7-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

回 数値 1 1 1 2 2 1

協働の効果
　県内の小・中学校、高等学校、専修学校等の児童・生徒に、税の役割を十分認識してもら
い、将来の納税者として税に高い関心を持ってもらえることが期待できる。

事業の改善点等を
協議

協議会
派遣職員（講師）の
支援

年間の開催状況を
把握

　講師の派遣を希望する小・中学校、高等学校、専修学校と調整しながら、派遣職員の育成を
行い、事業を実施する。

平成２６年度から
の改善点

　繁忙期を避け、職員の理解の下、派遣される職員を全員でフォローすることをいっそう徹底
する。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

市（行政）

派遣先の計画・調
整

職員派遣
年間の開催状況の
確認及び意見等の
整理

事業概要
　国、奈良県、県内市町村、学校教育機関及び関係民間団体等で組織する奈良県租税教育
推進連絡協議会事業の一環として開催される租税教室に、職員を講師として派遣する。

全体計画
　奈良県租税教育推進連絡協議会主催の租税教室は、国税職員や税理士等が中心に小・中
学校、高等学校、専修学校等へ社会科の授業の講師として赴くことにより実施されている。
　奈良市は事業開始年度から講師（２人）を派遣している。

達成目標

目　　標 市職員の講師派遣を継続して行う

目標値

達成の手段 　繁忙期を避け、職員の理解の下、派遣される職員を全員でフォローする。

実施の時期 １１月～１月頃 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 0

関連計画等

協働の相手 奈良県租税教育推進連絡協議会 協働の形態 実行委員会・協議会

租税教室の開催（講師の派遣）

財務部 市民税課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

行財政運営

効率的な行財政運営



No. 96 事業名

部名 課名

章 第7章

基本施策 7-04

施策 7-04-01

千円

単位 年度
H22

（実績）
H23

（実績）
H24

（実績）
H25

（実績）
H26

（実績）
H27

千円 数値 2,363 2,872 3,225 2,101 5,899 30,000

奈良市心のふるさと応援寄附促進事業

財務部 納税課

総合計画上の
位置付け

基本構想の推進

行財政経営

効率的な行財政運営

関連計画等

協働の相手 市民 協働の形態 事業協力

実施の時期 通年 事業開始年度 平成２０年度

予算額 平成２７年度 12,000

事業概要
　奈良市心のふるさと応援寄附制度は、奈良を愛し、応援してくださる皆様からいただいた寄
附金を、文化財の保存・活用事業、観光振興事業をはじめとした奈良の魅力を高め発展させ
るための事業に活用する。

全体計画
　寄附金の活用状況については、奈良市ホームページ等を通じて翌年度にお知らせする。
　寄附金控除以外に経費がかからず寄附者に喜んでいただけるものや制度を順次拡大するこ
とにより、寄附リピーターが続出するような魅力ある制度とする。

達成目標

目　　標 寄附金の増

目標値

達成の手段
　ホームページの充実、リーフレット（寄附金申込書）の配布等により継続的
に増額を図る。

－

市（行政）
リーフレット配布等
ＰＲ

リーフレット配布等
PR．受付・証明発
行

翌年度事業に充当

寄附者の方が貰ってよかったと思えるもの、また、来年も寄附したいと感じていただける特典品
を追加し寄附額の増加を図る。

平成２６年度から
の改善点

お礼の品物、特典に関する職員アイデア募集を行い、魅力的なお礼の品物等を追加する。

協働の効果
　奈良市心のふるさと応援寄附制度をきっかけに、市民の行政参加意識の高揚と資金調達の
多様化を図る。

平成２７年度の
取組内容

Ｐ<計画> Ｄ<実行> Ｃ<評価> Ａ<改善>

全庁的に取り組むこ
とにより寄附額の増加
を図る。

寄附者（不特定） － 寄附
礼状及びお礼の品
物の送付


